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はじめに 
　テロと空爆
2015年11月13日の金曜日の夜パリで起きた同時多発テロ事件は，120人以上が犠牲となる大惨事
になった。事件直後，オランド仏大統領は同国が「戦争状態にある」と非常事態を宣言し，「イス
ラム国」（IS＝IslamicState）への空爆強化に踏み込んだ。
オランド仏大統領の「テロとの戦争」「対テロ戦争」宣言は，2001年の 9・11米国中枢同時テロ
事件を当時のブッシュ米大統領が「これは戦争だ」と声高に唱え，その後アフガニスタン，イラク
を主舞台に「テロとの戦争」に突入したことを想起させる。
フランス空軍は事件直後米国と連携して，15日夜，続いて17日未明，「イスラム国」（IS）が首都
と称するシリア北部ラッカを空爆した。17日未明には，戦闘機10機がラッカに16発の爆撃をした。
23日にはシリア近くの地中海に展開する原子力空母（シャルル・ドゴール）から空爆作戦に参加
する戦闘機が出撃し，戦闘機はこれまでの約３倍にあたる30機以上に増強された（AFP）。だが，
フランスは今度のパリ同時多発テロ事件以前に，一年以上前の昨年（2014年）９月から，米国主
導の有志連合（主に欧米と湾岸諸国から成る）に参加し，イラク領内のIS支配地区への空爆を始
めており，シリア領内の同支配地区にも今年（2015年）９月から空爆を開始している。オランド
大統領の「戦争宣言」以前に，すでにフランスとISは「戦争状態」に入っていたのである。
他方，各国首脳も相次いで連携を表明した。15日トルコで開幕したＧ20でもテロ対策が主要議
題に浮上し，団結してテロに立ち向かうことを宣言する特別声明が採択された。
米国オバマ政権は，「イスラム国」（IS）がシリアの内戦に乗じて急速に勢力を拡大したことに危
機感を抱き，昨年（2014年）８月にイラク北部で，翌９月にはシリア領内で空爆に踏み切り，英
仏などと共にISの拠点やリーダーを狙った空爆を実行しているが，パリ同時多発テロ事件後，フ
ランスを含む有志連合の各国と連携してISの組織弱体化に向けて空爆を強化させている。米軍主
体の空爆は，すでに8000回に及ぶという（『朝日新聞』2015.11.17）。米国主導の有志連合とは別に，
ロシア空軍も今年（2015年）９月30日，ラッカやハマ，イドリブなどでISの拠点への空爆を開始
した。４艘の艦船によって11の目標に対してカリブル巡航ミサイル26基を発射し，1500キロ先の
すべての目標を破壊したという。
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然るに，「対テロ戦争」をめぐるこのような危機的状況のもとで，いま，ここで最も重視さるべ
きは，空爆作戦を強化することでISのテロ活動を抑止することは不可能であること，十数年に及
ぶ「テロとの戦争」が事実テロを増幅させてきていること，空爆・軍事介入の激化によってISへ
の加担が現に生み出されていることを，アフガニスタン空爆の失策を踏まえて，真摯に受け止め，
空爆の強化とテロの頻発という「憎悪と報復の負の連鎖」を断ち切ることに取り組むことではない
か。
パリのテロ事件へのオランド大統領や主要国首脳の対応には，「シリアや中東の人たちではなく，
自国の安全と利益を守るためだけに「テロとの戦争」を掲げているように見える」（１）。被害者意識
が過剰に先行して，イラク，シリアへの空爆がIS戦闘員以外の何万，何十万人という膨大な数の
犠牲者・被害者を一般市民の間に日々生み出している現実に対する加害者意識が欠落している。空
爆は政治的目的のための無差別殺戮であり，最大最悪な国家テロにほかならない。空爆強化を強め
れば子ども・女性をはじめとする無辜の民間人の犠牲者・被害者がさらに際限なく増加する。空爆
はその下にいる人たちにどう見えるか。標的の街に生きる人々には空爆は不条理である。一般市民
は空爆を避けるためには住んでいる街から避難するしかない。国連高等弁務官事務所（UNHCR）
によると，今年（2015年）に入って中東やアフリカから危険を背負って欧州に渡った移民や難民
は80万人を超え，昨年１年間の４倍にのぼったが，その多くが空爆から逃れたシリアの人々である。
NewsWeekの特集『世界最悪の危機，絶望のシリア』（2015.10.20.）によれば，「５年近くにわ
たる内戦で命を落としたシリア人は約25万人，国内避難民は800万人近く，国外に逃れた400万人
超の難民はいまなお増え続け，何十万人が絶望の淵から欧州を目指している」という。
空爆が無辜の住民の「巻き添え死」を招いていることをどう見るか。空爆の犠牲者・被害者に対
する想像力の欠如は何に起因しているのか。パリと中東で命（人権）の軽重に差はないはずである。
追悼の対象は，パリのテロ犠牲者と空爆による膨大な数の犠牲者と同列に置かれるべきではないか。
この点を看過することはできないであろう。
また，パリの同時多発テロ事件に関しては，メディアの報道についても問わなければならない。
それは，情報の非対称（ダブルスタンダード）・ユニラテラリズムの問題であり，報道の理性の問
題である。メディアは，パリの同時多発テロ事件の衝撃を大々的に報道した。曰く，「悲痛　凍え
るパリ」「花の都　週末の悪夢」「同時テロ　IS犯行声明」「テロ実行　分刻み」「パリを硝煙の都
に変えた「イスラム国」」「逃げる人狙い銃撃」等々のセンセーショナルな言葉と映像の洪水で。フ
ェイスブックでフランスの犠牲者を悼むためにプロフィール写真に国旗を重ねる動きも起きた（東
京では15日夜，「追悼と連帯のため」に東京タワー，スカイツリー，都庁舎などがフランス国旗の
三色にライトアップされた）。
だが，パリで起きたような殺戮は，イラクやシリアでは日々起きている。その中にはフランスの
空爆によってもたらされた死もある。パリの事件の前日（11月12日），レバノンの首都ベイルート
（１）酒井啓子「「テロとの戦い」見えぬその後」『朝日新聞』，2015.11.19．
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でも連続爆破テロが起き，45人が死亡，200名以上が負傷し，ISが犯行声明を出している。シリア
やイラク，クルド人が毎日1,000人以上殺されている。テロの犠牲に関しては，現実には世界中で
起きている犠牲者の大半はイスラム教徒である。
経済平和研究所が発表した『2015年世界テロ指標』によれば，昨年（2014年）のテロによる全
死亡者の78％が，イラク，アフガニスタン，ナイジェリア，パキスタン，シリアの５カ国だけで
生じている。（イラクにおけるテロ攻撃件数10,000件・テロ死亡者は9,929人，アフガニスタンでは
同4,500件・死亡者1,500人，パキスタンでは同1,800件，1,800人等々）。「とくに2013年と2014年に
テロによる死者数が大きく増えている。それはISの台頭が大きいが，無差別大量殺人という空爆
が激増している状況とも比例している（２）。また，テロによる死者数の推移を見るとアフガン戦争，
「イラク戦争などの「テロとの戦争」を進めれば進めるほど，「テロ根絶」「テロ掃討」とは真逆の
「テロ増殖」「テロ拡散」の方向に向かっているのが客観的事実である」（３）。
しかし，このようなテロ事件や空爆の犠牲に関わる中東地域の現実は，欧米のメディアではまと
もに報道されていない。欧米のメディアの扱いでは，中東地域で起こっていることは無視されるか
軽視されるか，パリのテロ報道と比すべくもないほどに小さく，世界の注目を集めることはない
（日本の11月13日の新聞では，ベイルートの事件は10行ほどのベタ記事で報じられただけである）。
欧米メディアのテロ関連情報のユニラテラリズムは，人々の間にＩＳに対する恐怖心を煽る（恐
ろしいというイメージを植え付ける）一方，ISの残虐非道なテロ行為を抑止するには「空爆もや
むなし」（空爆がIS以外の一般市民に膨大な犠牲をもたらすことは視野の外に置かれ）という雰囲
気（世論）を作り出し蔓延させている。こうしたメディア報道の背後には，すでに30年以上前に
E.W.サイードが（『オリエンタリズム』『イスラム報道』などで）的確に指摘しているように，人
種差別や植民地主義（の残滓）がいまだにその根底に流れており，西欧的価値観に貫かれているの
（２）Rebecca,Summer;TheCanary2015.11.28.
http://eigokiji.cocolog-nifty.com/blog/cat39002650/
（３）「GLOBALTERRORISMINDEX2014」，ttp://editor.fem.jp/blog/?p=1258.,
http://eigokji.cocolog-nifty.com/blog/cat39002650.
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を否めない。イスラムに関わるメディア情報の偏りは，教育におけるそれと相俟って，イスラムに
ついての先入観を醸成している。
情報源を欧米のメディアに依存している日本のメディア報道に日々接しているわれわれは，欧米
のニュースには敏感に反応しても中東の事情には疎くなっている。メディアの流す情報の渦にどっ
ぷり漬かっている限り，中東地域でのテロ事件や空爆などに関しては，「対岸の火」とみて無関心
でいられるであろう。無関心でなければ，「テロとの戦争」への積極的参加を支持して，IS殲滅の
ために自衛隊の派兵をも後押しするかもしれない。
いずれにせよ，いま，安倍政権が憲法を無視して推し進めている集団的自衛権の行使を可能にす
る安保法制の構築によって，もはや日本も「テロとの戦争」に組み込まれていることを踏まえれば，
自らの生存と世界の平和に関わる問題として，中東地域の現実や「テロとの戦争」の本質を認識す
る（言い換えれば「対テロ戦争の虚構」を見破る）必要がある。そして，そのためには，「グロー
バル化が進行し，世界の一元化があまねく米欧の主導で進んでいる現在，米欧による情報のユニラ
テラリズムを突き破って，それと違った視角から世界を見る」方法を会得しなければならない（４）。
まず必要なことは正確な現実認識である。多様な情報源から現実に起こっている事実を知り真相を
究明することが，正確な認識・判断を持つ前提として欠かせない。
パリの同時多発テロ事件への政府やメディアの対応から，少なくとも以上の述べたことを重要な
視点として摘出しておかねばならないだろう。
この小論では，多様な情報（源）の提供を担保するうえで不可欠な取材・報道の自由に関して，
とくに現代の紛争・戦争報道における取材・報道の自由について，「テロとの戦争」と平和の問題
と関連させて，去る２月（2015年２月）「イスラム国」（IS）に拉致され殺害されたと伝えられてい
るジャーナリスト後藤健二氏の仕事と人質殺害事件を通して，考えてみたい。
（後藤健二氏（以下，敬称略）は，学生時代小生のゼミに所属し，1991年度の卒業時に「中東私論―湾岸
戦争を通して―」と題する卒業論文を書いている。卒業後映像通信会社『インデペンデント・プレス』を
設立し，今日までフリーのジャーナリストとして，アフガニスタンやアフリカや中東をはじめ世界各地の
紛争・戦争地域において取材活動を続けている。シリアにおける取材中ISによって拉致され殺害されたと
伝えられているが，真相は未だに不明である）。
１．現代の戦争と平和の課題 
　　　「テロとの戦争」の矛盾
20世紀は“戦争の世紀”と呼ばれたが，21世紀に入ってなお戦争，武力紛争が絶えず，多くの
人々が苦しみ犠牲となっている。しかも現代の戦争は，核兵器をはじめ，化学兵器，劣化ウラン弾，
（４）西谷　修，「日本のメディア状況から」『アルジャジーラとメディアの壁』岩波書店，2006.pp.xviii
～xix.
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ミサイル，無人爆撃機等々，ハイテク技術に支えられた戦争で，かつての戦争ではない。2001年
９月11日の米国中枢同時多発テロ事件に端を発した「テロとの戦争」は，それまでの戦争概念を
一変させた。
９・11以降の ｢戦争｣ は「テロとの戦争」｢対テロ戦争｣ を意味する。「テロとの戦争」におけ
る欧米の敵である「イスラム国」（IS）は，周知の通り，米英がイラク大量破壊兵器の脅威，旧フ
セイン政権と米中枢同時多発テロとの関係，テロ組織・アルカイダとの結びつきなどを口実に，国
連安保理事会の決議がないまま突入したイラク戦争の過程で台頭し，シリアの内戦で勢力を拡大し
た，いわば過激な「テロリスト集団」と称されている私的な武装集団である。
｢それまでの戦争は国家間の戦いで，その目的は「勝利」であったが，「テロとの戦争」の目的は
敵の ｢殲滅」である｣。「テロとの戦争」では，戦闘ルールとしてのジュネーブ条約（捕虜の人道的
待遇を求めた条約）をも無視され（アブグレイブやその他の刑務所で実行されたイラク人被拘留者
に対する拷問，身体的虐待や侮辱行為などの非人道的扱いなどが明るみに出て糾弾された），「「テ
ロリスト」を絶対的 ｢敵｣ として立て，そのようにして通常なら許されないあらゆる不当な戦争行
為を正当化し免責する。だから一人の「テロリスト」を抹消するために，何百万もの人々を殺すこ
とが黙認される」（５）。すなわち，あるグループの存在を抹消することを目的として行われる暴力・
犯罪行為が実行される。「テロとの戦争」は，特定の国，民族，宗教，集団の構成員の存在を計画
的に抹消することを目的とする無差別殺戮，壊滅，集団虐殺，まさしくジェノサイドの戦いにほか
ならない。かつて無差別空爆（北爆）・枯葉剤作戦が実行されたベトナム戦争がジェノサイドとし
て記憶されているが，2004年11月の米軍によるイラクのファルージャ包囲作戦は，民間人攻撃が
行われ多数の民間人が殺され，この街を「テロリストの巣窟」として全面的に破壊したおそらく今
世紀最初のジェノサイドといえよう（６）。
「テロとの戦争」と称せられる現代の戦争は，国家の軍隊同士の「前線」における戦闘ではなく，
国家の軍隊とテロ組織・武装勢力との戦いである。「「戦場」は，戦闘の場というより効果的な破壊
を目指した大規模な空爆が行われるところにほかならない」（７）。「テロとの戦争」では，市民の日
常生活の場がそのまま戦場とされてしまう。市民の日常生活の場がそのまま戦場とされることの悲
惨な状況は，太平洋戦争における沖縄や近年のアフガニスタン戦争，イラク戦争を見れば容易に判
るであろう。一般市民が日常生活をしている場所に対し，無差別に空爆その他の攻撃がやられれば，
非戦闘員（非武装の一般市民・老人・女性・子ども）を巻き込んで，兵隊の死よりもはるかに多く
の市民が不可避的に大量に殺戮される。空爆による無差別殺戮，武装勢力による市街戦によって，
（５）同上，「アルジャジーラの意味」，p.142.
（６）同上，p.146.「ファルージャをテロリストから解放する」という名目で行われた米軍の空爆・包囲
攻撃の実情に関しては，たとえば，現地で取材したジャーナリスト川上泰徳の「紛争地を抱える中東の事
実を見る「目」の役割」危険地報道を考えるジャーナリストの会・編『ジャーナリストはなぜ「戦場」に
行くのかー取材現場からの自己検証』，集英社，2015.pp.37,38.参照。
（７）西谷，注（５），p.136.
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非戦闘員，非武装の一般市民，とくに女性や子どもの犠牲が無限に拡大する。イラクやシリアはま
さに国土全体が戦場と化している。
現にイラク戦争では，白リン弾や劣化ウラン弾等の残虐兵器が民間人の居住地で大量に使われ，
市民に多大の危害を加え，おびただしい死者がでている（８）。圧倒的に多くの一般市民が犠牲にな
って命を奪われている。
ある統計によれば，兵隊と非戦闘員・一般市民の死亡者の比率でいえば，第一次大戦の時には，
95％対５％だったのに対して，第二次世界大戦では，52％対48％，朝鮮戦争では15％対85％と変
わり，さらにベトナム戦争では，実に５％対95％にのぼったといわれている（９）この傾向は，湾岸
戦争やアフガン戦争，イラク戦争などの現実が示している通り，21世紀になってからも続いている。
無差別大量殺戮をもたらす空爆は，イラクやシリアでは日常的に実行されている。空爆による無
差別殺戮は市民にとって脅威である。空爆に使われる爆弾兵器の驚異的な殺傷力が多くの市民の命
を奪う。多数の爆弾が連なって破裂していくクラスター爆弾は，200個の子爆弾が標的の近くで
400メートルにわたって散らばり，効果的に広範囲への爆撃が可能となるため，湾岸戦争，コソボ
空爆，アフガニスタンでも多用された。その残虐性は，広範囲の爆撃エリアの中に市民が多く含ま
れていることにとどまらない。その不発弾が後に爆発し，多くの子どもの手足が吹き飛ばされ，命
が奪われている。また，劣化ウラン弾は環境中に放射能をばら撒き，環境被害を引き起こし，甚大
な被害をもたらす。とくにガンの発生や先天的障害など，子どもたちの健康と生命が危険にさらさ
れている（ファルージャ総合病院の関わった調査分析によれば2003年ファルージャで生まれた15
％の乳幼児に先天的異常があるという）。
米軍が多用しているGBU―31という１トン爆弾も驚異的な殺傷力を持つ爆弾である。シリアや
イラクの市民は空爆下，このような残虐な爆弾兵器の恐怖に毎日さらされているのである（10）。空
爆の頻度と犠牲者の数を戦闘地域で正確に把握するのは容易でないことは想像できる。それでも推
計の類は各種の調査報告で示されている。米国と有志連合は，2015年11月までにシリアやイラク
などに空爆を合計8215回も行っている（Airwarsのサイトによる）（11）。米国は昨年８月にイラクで，
９月にシリアで「イスラム国」（IS）を狙った空爆を開始した。ISを狙った米国主導の空爆はイラ
クでは平均週100回，シリアでは平均週50回以上行われ，多くの犠牲者を出している。ワシントン
大学公衆衛生専門家AmyHagopian氏率いる国際チームによる調査によれば，イラク戦争では民間
（８）伊藤和子「イラク戦争の人命犠牲」
bylines.news.yahoo.co.jp/itokazuko/20130320-00023962
『ユーゴ空爆で使われた劣化ウラン弾が人々を苦しめている』，実践社，2006.
（９）http://p.booking.jp/book/27536/page/368477。
（10）伊藤和子「イラク戦争で命を奪われた莫大な人命の犠牲―総括しないのは人類の汚点」2013.3.20.　
http://www.windfarm.co.jp/blog/blog-kaze/post-535.
西日本新聞朝刊　2003.4.16.
（11）http://editor.fem.jp/blog//p=1258
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人・一般市民の犠牲者は推定50万～65万５千人，そのうち７割が民間人であるという。米国ジョ
ンホプキンス大学ブルームバーグ公共衛生大学院の研究も，2003年のイラク戦争の結果として約
65万５人のイラク人が死亡していると推定している。2003年～2011年に犠牲となった子どもを含
む犠牲者の60％以上は，空爆，爆破，銃撃といった直接的な攻撃によって命を落とし，それ以外
の人々は，ストレスによる心臓発作，病院の破壊等の間接的な原因によって亡くなっているという。
これらの数は控えめな数字で犠牲者は100万人にのぼるともいわれている（12）。
2001年から内戦が続いているシリアでは，アサド政権に対する民主化要求に端を発した，アサ
ド政権と反体制武装勢力とISとの三つ巴の戦闘が繰り広げられているが，アサド政権に退陣を迫
る米国・有志連合がISを空爆し，今秋からアサド政権を支持するロシアがIS，反体制武装勢力に
対する空爆・攻撃をはじめ，混迷がいっそう深まった。シリア内戦の犠牲者は，国連推計で，これ
まで22万人以上にのぼり，100万人以上が負傷したと推計されている。また，非政府組織・独立シ
ンクタンクの「オックスフォード・リサーチ・グループ」（OxfordResearchGroup）の報告書：
STOLENFUTURES：ThehiddentollofchildcasualtiesinSyriaによれば，2011年５月から2013年
８月までの30カ月の間に子どもの犠牲（死者数）は11,420人にのぼっている。また，非政府組織
（NGO）のシリア人権監視団（SyrianObservatoryforHumanRights）は，2011年に始まったシリ
ア内戦の死者が15万人を超え，そのうち，51,212人が民間人で，子どもが7,785人含まれていたと
発表している（13）。これらの具体的数字は調査主体により異なるが，それ自体実態の把握が極めて
困難であることを示している。
第二次世界大戦後，国際連合成立以降の世界では，国連憲章に謳われているように，戦争は基本
的に違法行為とされている。
（12）http://www.windfarm.co.jp/blog/blog-kaze/post-535.
http://globalreseach.ca/obama-over-office-speech-translated-unofficialy-into--plain-english/5494171。
2015.12.10.
（13）国際NGO「イラク・ボディ・カウント」（IRAQBODYCOUNT）によれば，イラク戦争で犠牲にな
った民間人は約114,000人，2014年には民間人の死者は17，049人と発表されている。
http://rapt.sub.jp/?p=9339。
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国連憲章第２条４項「すべての加盟国は，その国際関係において，武力による威嚇または武力の行使を，
いかなる国の領土保全または政治的対立に対するものも，また，国際連合の目的と両立しない他のいかな
る方法によるものも慎まなければならない」
ジュネーブ条約などで軍事紛争における一般住民の保護，一般住民に対する被害を防ぐためのル
ールも定められている（ジュネーブ４条約及び第一追加議定書，国際人道法など）。しかし，実態
として戦争が消滅したわけではなく，世界中で戦争が絶えることはなく，とくに近年は「テロとの
戦争」「対テロ戦争」として継続されており，一般市民・民間人の犠牲者が増え続けている。空爆
を中心に据えた「テロとの戦争」は更なる戦争を生み出し，更なるテロを生み出している。｢テロ
との戦争｣ を開始したとき，「テロとの戦争」の勝利で世界はより安全に平和になるといわれたが，
その14年後世界のテロは6500％と驚くほど急増した。何の罪も無い家族・肉親や友人が空爆やそ
の他の攻撃で殺される場面を目撃した子どもが心に深い傷を残し，若者が戦闘に参加することにも
なる。破壊と無差別殺戮をもたらす「テロとの戦争」は，「憎悪と報復の連鎖」を生み，憎悪と報
復の衝動を駆り立てるだけである。「テロとの戦争」がテロを増幅させてきたことも否めない事実
である。テロを終わらせることが目標であったとすれば，「テロとの戦争」は失敗であると認めな
くてはならない。
武力・軍事力ではテロは解決できない。「テロとの戦争」は，軍事力では収束できない。
そこから抜けだす解決の道は，武力・軍事力によらず，テロを生む原因―貧困，差別，格差―を
なくすことを前提として，「諸国民の公正と信義」に基づく平和的手段による以外にない。少なく
とも，いま，国際社会は無差別殺戮の空爆を中止させ，シリア，イラクを壊滅から救うために，軍
事力によらない内戦の解決，中東の和解と安定こそを追求しなければならない。
「テロとの戦争」が終結に向かうのを妨げる要因があるとすれば，それは民族や宗教や思想・文
化の対立ではなく，国際社会における支配と被支配の差別構造の現状維持に対する度し難い執着か
戦争ビジネス（軍産複合体の戦争経済）であり，それを支える政治勢力であろう。「テロとの戦
争」の各々の勢力集団への武器の流入（武器ビジネスの横行）が止まらない限り戦争は終らない（14）。
このことについては別途論ずることにしよう。
「テロとの戦争」に対する日本の安倍内閣の対応についていえば，小泉内閣がイラク戦争で米国
に追従し自衛隊をイラクへ派遣して以来，事態の収束に向けて国際場裡で積極的な役割を果たすの
（14）「軍産複合体にとって，ISやアルカイダは武器を売るため欠かすことのできない敵である」http://
moriyama-law.cocolog-nifty.com/machiben/2015/11/post-4ab5.html)；「仏の武器輸出「特需」　受注額倍
増　中東情勢緊迫化で」　『読売新聞』(東京朝刊)，2015.6.21,6頁。スエーデンのストックホルム国際平
和研究所（SIPRI）によれば，2010～2014年度の武器輸出額でフランスは世界第５位。08年のリーマン・
ショックで輸出が鈍っていた時期もあるが，14年の受注額は13年度比18％増の82億ユーロ（約一兆1480
億円）となった。宮田　律『石油・武器・麻薬　中東紛争の正体』講談社，2015，参照。
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ではなく，戦争に加担していく動きを急速に強めている（15）。日本国憲法で「政府の行為によって
再び戦争の惨禍が起こることのないようにする」ことを明確に謳っているにもかかわらず，安倍政
権はこの２，３年の間に矢継ぎ早に，憲法の平和主義を捨て，「戦争のできる国」に向かって，日
米同盟強化を標榜し，「アーミテージ・ナイ・レポート」を下敷きに，日米新ガイドライン（日米
防衛協力指針）の改定，解釈改憲，集団的自衛権行使容認，特定秘密保護法の制定，武器輸出三原
則の撤回（武器輸出容認），安保関連法（戦争法）の制定を強行した（16）。そのうえさらに，ISによ
る人質事件やパリのテロ事件が起きて「テロの恐怖」がメディアを賑わすのを奇貨として，緊急事
態条項の新設や共謀罪の必要性などを表明し，憲法改正，｢戦争のできる国｣ づくりに邁進してお
り，そのことを国内外で明言している。
だが，「テロを未然に防ぐため」に ｢戦争のできる国｣ をめざすことになれば，「国家（政府）が
遂行する「テロとの戦争」とセットで求められる「安全保障」のために，（国民は）あらゆる自由
の権利を国家に差し出して監視や統制を受け入れざるをえない」（17）。歴史の教訓から明らかのよう
に，戦争は国益優先のもとに人権を蹂躙する。
こうした政治状況下にあるいま，われわれは，「テロとの戦争｣ に加担した国の国民として，実
際に世界で起こっている「テロとの戦争」の悲惨な実態と本質を，もっともっと知る必要がある。
知らないことは無関心を生む。無関心であると同調圧力に屈し体制に流される。われわれは，自由
な判断を堅持し権利を行使するために，「テロとの戦争」の現実，「テロとの戦争」と国の行方との
関係を直視する努力を求められている。
２．知らせる自由と知る権利 
　　　現代の戦争とジャーナリズム
状況（現実）を正確に認識するためには，適切な情報の入手が欠かせない。情報の過少（隠蔽）
は的確な状況認識を妨げ，情報の過多（宣伝）もまた現実を見えにくくし，見誤らせる。今日，
人々の日常の直接体験を超えたところで生じた出来事が，不可避的に自分自身の生活（命）に深く
関わってくるにもかかわらず，その出来事（事実・真相）を知り，その意味を理解することが困難
になっている。この現実を見えにくくその意味をとらえにくくしているのは，状況の広がりへの
人々の認識がメディアがつくる情報環境に大きく依存しているからである。このことは戦争報道に
もっとも端的に現われる。
（15）石坂悦男「「有事法制」と市民的自由―言論・表現・思想の自由とメデイアの帰趨」『市民的自由と
メデイアの現在』（法政大学現代法研究所叢書31），法政大学出版局，2010.pp.192～195.
（16）「アーミテージレポート」（第三次）は，「米軍と自衛隊の一体化」「集団的自衛権の行使容認を含む
米国の対日要求」（「軍隊のような自衛隊へ」。）石坂悦男「秘密保全法と民意の形成・反映」『民意の形成
と反映』（法政大学現代法研究所叢書37），法政大学出版局，2013.p.101.
（17）西谷　修，「「テロとの戦争」という文明的倒錯」『世界』ｐ.135.
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たとえば，イラク戦争の現実とその歴史的意味をわれわれは正確にとらえ得ているかを問うてみ
ればよい。後に存在しなかったことが判明した「大量破壊兵器の脅威を取り除く」「テロ組織支援
を打破する」ことを大義に掲げ，米英が強引に突入したイラク戦争に関して，メディアが流す情報
の量的拡大と日常化にもかかわらず（むしろそのことによって），この戦争の現実はみえにくくな
り，その本質をとらえにくくなった。日本政府（小泉内閣）が米英のイラク攻撃を支持し，憲法上
疑義がある戦時下イラクへ自衛隊を派遣する際にも，「非戦闘地域への派遣」「人道支援」というほ
か十分な説明（情報）がなく，そのことがイラク戦争と国民の日常を遮断し，その関係を見えにく
くした。
同様なことは米英主導のアフガニスタン攻撃においてもいえる。アフガニスタンに長期（30年
余）にわたり滞在し医療活動や灌漑事業に献身している中村哲医師の現地からの視点がこのことを
如実に裏づけている。
「アフガニスタンの一般の人々は，ビンラディンと自分たちが結び付けられていることに合点が
行かないのである」「住民は，「アルカイダ狩り」の名で行われた米軍の露骨な進駐と軍事活動に猛
反発している」。
「９・11のニューヨークのテロ事件によって国際社会は，衝撃のあまり，短絡的な「アフガン空
爆＝タリバン殲滅」という米英の軍事政策に引きずられた」「報道と情報の偏り（情報統制）が
「極悪非道の狂信的集団・タリバン」という虚像をつくり上あげた」（18）。
「要するに言いたいことは，まず現地はどうなのか，実情はどうなのかということを踏まえたう
えで何かを決める……アフガニスタンに関する限りは，充分な情報が伝わっていない。土俵の設定
がそもそも観念的，密室の中で進行しているというのが，偽らざる感想です」（中村　哲,国会衆議
院テロ対策特別委員会での参考人発言，2001.10.13）。
「組織ジャーナリズムであれ，フリーランスであれ，ジャーナリストが自分の足で現場に入らね
ば，何が事実かはわからない。日本のジャーナリストが中東の危険地取材ができなくなれば，日本
人は中東だけでなく，世界を見る「目」を失うことになる」（19）。
戦争報道においては，「国益」優先が標榜され（「国益」が情報の価値判断の基準とされる），戦
争遂行当事者である国家（政府）は不都合な真実が国民に知られることを恐れ，取材・報道を規制
し，情報統制を敷く。イラク戦争においては，自衛隊派遣が実施されるにともない，現地での取
材・報道に対する政府の規制措置（自粛要請）が取られ，政府（防衛庁）と大手メディアの間に自
衛隊取材に関するルールが合意された。この取材・報道ルールはイラク戦争に際して米国が採用し
（18）「現在のアフガンニスタンの状況は，大の大人が寄ってたかって，餓死の幼な子を殴ったりなでた
りしているのに似ている。この1年間，私たちにとって成果といえるものは，「情報化社会」が必ずしも正
しい事実を知らせず，むしろ，世界中に錯覚をふりまいて，私たちが振り回されることになるのを身にし
みて知ったことである」中村　哲，ペシャワール会編　『空爆と「復興」－アフガン最前線報告』，石風社，
2004.
（19）川上泰徳，前掲書，p.50.
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た「エンベット・ルール」（メディアが軍と行動を共にする取材方法）をモデルに作成されたとい
われているが，それがメディアの自由な取材・報道活動の妨げとなったことは否めない（20）。
さらに，治安悪化を理由に自衛隊の要請に応じて，報道各社（記者・カメラマン）はそろって自
衛隊の駐留地（サマーワ）から撤退した。その一方で，防衛庁が現地部隊と連携して積極的にホー
ムページや本庁におけるブリーフィングによる情報提供に積極的に取り組んでいる。これではイラ
ク戦争報道においてもっぱら政府側の情報のみ流布され，何が隠蔽されているのかさえ分からない。
戦時中の「大本営発表」体制と変わらない。
ところで，戦争報道におけるこのような取材・報道統制は，ベトナム戦争時の自由な取材・報道
に関する政府側のトラウマ（trauma）から導き出されたといわれている。「ベトナム戦争はジャー
ナリズムが終わらせた」といわれるように，ベトナム戦争におけるジャーナリズムの果たした役割
はきわめて大きい（cf.NHKドキュメンタリー『そのとき歴史が動いた―ジャーナリストたちのベ
トナム戦争』）。なにが戦場における自由な取材・報道を可能にしたのか。いま，改めて想起する必
要がある。
ベトナム戦争では一時期50万人の兵力が投入され，「北爆」といわれた空爆による農村への無差
別殺戮が行われ後，1973年３月29日，米軍はベトナムから完全撤退した。アメリカでは戦争開始
当初，国民が接する情報はもっぱら軍が成果を挙げているという類の情報で，世論は戦争に対して
肯定的（世論調査で65％が戦争支持）だった。しかし，何人かのジャーナリスト（CBSニュース
キャスターのW.クロンカイト，『ニューヨークタイムズ』のD.ハルバースタム，UPのN.シー
ハン等）が，軍の流す情報とは全く異なる米軍苦戦の現実を取材し報道した。その後多くのジャー
ナリストが米軍の残虐行為や自国兵士の無残な死など非人道的な戦争の実態（ソンミ虐殺事件，枯
葉剤散布，北爆の死傷者の8割が民間人等々）を取材・報道した。その決め手は，米国のベトナム
介入を綴った『ベトナム機密報告書』（“ペンタゴン・ペーパーズ”ReportoftheOfficeofthe
SecretaryofDefenseVietNamTaskForce；HistoryofU.S.Decision-MakingonVietNamPolicy,
1945-1968：〈2011年６月13日から全文―7,000頁・43巻―公開〉）を『ニューヨークタイムズ』が
掲載した（1971年６月13日掲載開始）ことである。ニクソン政権はその掲載差し止めを求めて最
高裁に提訴したが，最高裁は「報道機関は政府に奉仕するものではなく，国民に奉仕するものであ
る」（NewYorkTimesCo.v.UnitedStats.403U.S.713（1971））と判示し政府の訴えを却下した。
こうした一連の報道を通じて，世論が戦争反対へ動き，反戦の機運が最高潮に達した（反戦デモに
200万人）。まさしくジャーナリストとメディアの取材・報道の自由が戦争の実態を暴き伝えた所
産である。
日本においてもメディアもフリーランス（フリージャーナリスト）もベトナム戦争の取材・報道
に，規制圧力をはねのけ積極的に関わった。たとえば，『毎日新聞』の大森実，『朝日新聞』の本田
（20）石坂悦男「情報環境の権力構造」『メディア・コミュニケーション―その構造と機能』，法政大学出
版局，2005.p.168.
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勝一，TBSの田　英夫，フリーランスの岡村昭彦，カメラマンの沢田教一，石川文洋，作家の開
高　健等々。戦地での独自な取材とメディアの自律的報道が戦争の真実を伝えるうえで重要な役割
を果たした。そこには自由な現地取材→メディアの積極的な報道→日本国内の世論喚起→戦争に加
担する政府への批判→反戦運動の高揚→戦争終結の連鎖が見られる。
だが，ベトナム戦争後，戦争に関わる取材・報道のあり方が変わった。米国政府は先に述べたよ
うにベトナム戦争報道への「反省」から，1991年の湾岸戦争，とくにに2001年の９・11以後，米
国は軍事力行使について極端までに政府の取材規制や情報統制を敷くようになった。湾岸戦争では
米軍の「プール取材」方式が導入され，それ以外の取材活動は禁止された。さらに湾岸戦争での取
材・報道規制の「成果」を受けて，アフガニスタン戦争においても厳しい取材規制が取られ，イラ
ク戦争では前述の「エンベント」方式による取材規制が実施された。
この過程で注目すべきは，日本のメディアの対応である。日本のメディアは自衛隊派遣開始直後
の2004年４月イラクで民間人が相次いで武装勢力に拉致された人質事件をきっかけに，政府から
のメディアに対する取材制限要請を受け，取材中に攻撃・拉致される事態を恐れ，新聞社やテレビ
局に所属する記者やカメラマンを戦場から一斉に引き上げさせた。このことは，ベトナム戦争時に
はメディアとジャーナリストの取材活動が軌を一つにしていたが，イラク戦争以後戦場取材におけ
るメディアとジャーナリストの対応が異なってきたことを意味する。言うならば，取材と報道の
「分業」である。戦争もしくは戦争に近い状態（危険地域）が取材対象となると，新聞社やテレビ
局の場合，現場に入り取材することを望む記者やカメラマンと取材当事者の身の危険を恐れる経営
者側との間で軋轢を生じることもしばしばある。ごく希な例外ケースを除いて最終的には社の方針
が貫かれている。こうした変化の背後には世界的規模のメディア・システムの構造変化が作用して
いる（21）。
メディア産業が発達した今日では，独占的な私企業としてのマス・メディアは，資本の論理に支
配されて利益優先に走り，他方，自律の堅持が脆弱になり（政府への同調傾向を強め），国民の知
る権利に応えるという社会的機能を二義的にみなしがちである。しかし，危険地域での現場取材に
消極的なメディアの対応では，戦争の実態を伝えることは難しく，国民の知る権利は阻害され，政
府の行為を監視し批判することは不可能になる。知る権利は知らせる自由と一体である。
それゆえ，政府や企業の取材・報道規制から自由に行動するジャーナリストが社会的に必要とさ
れる。実際にはその役割をフリーランス（フリージャーナリスト）が担っている。新聞社やテレビ
局はフリーランスの取材による現場の情報（迫真の映像など）を買い上げることで自社の社員ジャ
ーナリストを危険にさらさなくてすみ，フリーランスはそれにより生活の糧を得るという関係（命
がけの取材の成果が報道されるか否かはメディアの側の判断次第であるという非対等な関係）が成
立する。そこにはメディアが独自の戦争現場の取材をそもそも重視していないという事情が潜んで
（21）石坂悦男「グローバリゼーションとメディア―情報空間の支配と対抗」『同志社メデイア・コミュ
ニケーシション研究』第４号，2007.参照。
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いる。いずれにせよ，今日，戦争報道にとってフリーランスの活躍が欠かせないことは確かである。
フリーランスの活動（現場取材）がなければ，戦争の現場でなにが起こっているのか，その事態の
真相は伝わってこない，知ることができないといっても過言ではないであろう。このことは，現在
の「テロとの戦争」の現場である中東地域に関する情報が，政府広報以外に，誰によってもたらさ
れているか考えれば明らかであろう。いま日本のジャーナリズムが衰退を極めているなかで，フリ
ーランスの活動はきわめて貴重である。
（国境なき記者団ReportersWithoutBordersが発表する年次報告書『世界報道自由度ランキング』によ
れば，日本の順位は2010年には11位だったが，2015年には61位に下がった。政府の福島原発事故情報の隠
蔽・報道規制，特定秘密保護法の制定などが主な原因という）（22）。
「もう危険地域で取材なんかするな」という声もある。フリーランスはなぜ危険地域の取材に行
くのか。
フリーランスの戦場・危険地域における取材活動に「費やされたエネルギーやリスクと報酬など
は，ほとんどの場合まったく釣り合わない。無償の行為と言えるような場合だってある。それでも
彼らは出かけていくのだ」（23）。
フリーランスが危険地域での取材活動を支えるのは，ときに名声や売名のためとか揶揄されるこ
ともあり，ジャーナリストとしての使命感だけで動いているわけではないにしても，強い職業意識
であろう。それは「戦争が始まると国家権力は戦場を隠蔽し，嘘をつく。だからこそ，ジャーナリ
ズムの眼が現場に必要なのだ」「市民が世界の動きを知るための眼となり耳となることが，民主主
義のために不可欠である」（24）「ジャーナリストが紛争地域に取材にいく意味は，紛争当事者のそれ
ぞれの「大本営発表」を併記するという中立的な安全地帯から踏み出して，紛争の現実に足を踏み
入れることにある。それは争うどちらかの側に加担するのではなく，争いの犠牲になる物言わぬ民
衆の声を日本に伝える」（25）ジャーナリストの信念であると思う。さもなければ，いつ命を落とすか
知れない戦争現場での取材活動に踏み出せないに違いない。
それゆえ，フリーランスの取材活動の自由は，メディア所属のジャーナリストと同等またはそれ
以上に社会的に保障される必要がある。ましてやその自由な活動が制約されることは許されない。
人質事件に関連してフリーランスの取材のための渡航を阻む旅券返納命令は，事実上の出国禁止措
（22）国境なき記者団（ReportersWithoutBorders）の年次報告書『世界報道自由度ランキング』（World
PressFreedomIndex）（2014）。日本が順位を落とした原因として，秘密保護法などの政府情報開示の不
透明さ，福島原発事故に関連した情報規制，排他的な記者クラブなどが挙げられている。http://ecobd.
net/ranking/pfi.html.
（23）永田浩三（元NHKプロデューサー・ディレクター）「後藤さんの死とジャーナリズムの宿題」，『世
界』，2015.4.p.68。
（24）石丸次郎（ジャーナリスト）「後藤健二氏の人質・殺害事件がもたらした影響」前掲『ジャーナリ
ストはなぜ「戦場」に行くのか』，pp.23,24.
（25）川上泰徳「紛争地を抱える中東の事実を見る「目」の役割」前掲書，p.40.
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置であり，フリ－ランスの仕事を奪うものである。憲法違反の人権侵害でさえある（26）。それはフ
リ－ランス個人の問題にとどまらず，国民の知る権利を脅かす権力の乱用であり，ジャーナリズム
が依拠する市民社会の問題でもある。
３．後藤健二の仕事とその意義 
　　　「現場を伝えたい」「戦争・貧困のなかの子どもたちの姿（声）を伝えたい」
「日本では，「イスラム国」（IS）だろうが，アフガンであろうが，南スーダンであろうが，紛争
地域での報道はフリーランスのジャーナリストの取材に依存することが極めて多い。テレビにおい
ては，テレビ朝日の『報道ステーション』，TBSの『ニュース23』，そしてNHKの『ETV特集』
や『ドキュメンタリーWAVE』，そしてそれ以外の情報番組が，フリーランスの活躍の場となって
いる」（27）。
後藤健二もフリーランスの一人である。
後藤は，自ら映像通信会社「インデペンデント・プレス」を設立し，「戦争・紛争」「難民」「貧
困」「エイズ」「子どもの教育」の５つの人道分野に焦点を当て，ルワンダ，コンゴ，シエラレオネ，
ザンビア，アルバニア，コソボ，チェチェン，エストニア，アルゼンチンなどの世界各地を取材し，
さまざまな国際ニュース映像を配信している。2001年９月からは，パキスタン，アフガニスタン
やイラク，シリアを集中的に取材し，テレビ朝日『報道ステーション』，ＮＨＫ『クローズアップ
現代』『BSワールドニュース』『ETV特集』『週間こどもニュース』，TBS『ひるおび』などのテレ
ビ番組や以下に示す著作，講演等で「現場」を伝えている。
2000年６月，初めて本格的に取材した西アフリカのシエラレオネ（旧イギリス植民地）の内戦
を基にした映像が，『ETV2000　シエラレオネ内戦―断ち切られた家族』と題する番組として，
NHKから放送された。番組内容は『ダイヤモンドより平和がほしい　子ども兵士・ムリアの告
白』というタイトルで出版されている（同書は2005年産経児童出版文化賞・フジテレビ賞を受賞）。後
藤はその書の「あとがき」にこう書いている。
「戦争がひとたび起これば，すべて破壊される。たとえ，建物や街の風景はもどっても，人の心
に刻まれた憎しみや悲しみは消えません。このまま貧しい生活が続けば，戦争が終わった時に抱い
た明るい未来への期待は失望へと変わって行き，次第に貧しい生活への不満が生まれてきます。そ
うした不満がまた新しい戦争へとつながっていくのです」（28）。
（26）杉本祐一「旅券返納命令を受けたカメラマンが語る経緯」『創』2015.4.p.104～105.
ジャーナリスト常岡浩介氏の場合，渡航準備中，「私戦予備・陰謀罪」の容疑で，公安警察の家宅捜索を
受け，旅券を押収され，出国を阻止された。
（27）永田浩三，前掲，p.67.
（28）後藤健二『ダイヤモンドより平和がほしい　子ども兵士・ムリアの告白』，汐文社，2005,p.105.
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ここには，イラク戦争，シリア内戦，IS台頭以前に，今日の「テロとの戦争」による中東地域
混迷の本質を見抜いているジャーナリストの確かな眼をみてとれる。
後藤は2003年イラク戦争の取材に活動対象を移した。バグダットに米軍が侵攻し，フセインの
像が倒されたばかりのころ，イラクで取材した映像をNHKに持ち込んだ。そのとき関係したプロ
デュサーによると，持ち込まれた映像は「米兵を歓迎しているのではなく，恐怖し，おびえている
姿（米軍の空爆下自由に街を歩けない市民の様子，遺体を庭に埋めるしかなかった病院など，戦争
の悲惨さを伝える内容）だった。フセイン政権が倒れた後，すでに苦しみが始まっている。ニュー
ス性の高いリポートだった。なぜなら，NHKや民放のニュースでは，「米軍が自由をもたらす」
といった伝え方が多かったからだ」という（29）。
（当時，NHKの職員がバクダットから退避していたため，外部のフリーランス（の後藤）が現地で取材
した映像をもとに番組が制作された。しかし，『終わらない戦争（仮題）』として2003年５月『クローズア
ップ現代』で放送予定だった番組は，オンエア直前に上層部からストップがかかり放送中止となった）。
後藤は，ルワンダでは，兵士だけでなく，力のない老人や女性，子どもたち，赤ちゃんまでもが
殺されたジェノサイド（ツチ族絶滅の大量虐殺）を取材した。アフガニスタンではアメリカ軍のタ
リバン掃討作戦を取材している。
「タリバンをテロリストとして追い続けているアメリカ軍は，アフガニスタンの平和や安定を守
るどころか，兵士の数を増やして，戦闘を拡大している」という現実，現地に立たなければ決して
分からない事実を目撃して，この取材過程で後藤自身次のように煩悶しているが，それ自体このよ
うな取材の重要性を浮き彫りにする。
「「対テロ戦争」「テロとの戦い」とわたしたちがまるで記号のように使う言葉の裏側で，こんな
にたくさんの人たちの生活がズタズタに破壊されていることを，知らないでいたのです。あるいは
知らせずにいたのです。自分は，いかに盲目的だったかと激しく自分を責めました。アフガニスタ
ンの戦争は，まったく終わっていません。それどころか，世界を巻き込んで広がっています」
「わたしは，なぜ，この戦争と避難民の存在が日本であまり知られていないのか，大きなショッ
クを受けました」
「戦争ですべてを失った人たちとその国が，もとの生活をとりもどして，どのような国をつくっ
ていこうとしているのか―取材を続けてきた私には，いまだに，どうしても見えてこないのです」
「日本をはじめとする国際社会がどのようにアフガニスタンを援助してきたか，わたしはまじか
で見てきました。取材を重ねるたびに，感じてきたことは，日本を含めた国際社会が，「いったい
だれのために援助しているのか？」という率直な疑問です」
「“本当の平和”とは，いったいどんなものなのでしょうか？」（30）。
（29）永田浩三，前掲，ｐ.66．
（30）後藤健二『もしも学校に行けたら―アフガニスタンの少女・マリアムの物語』汐文社，2009,p.
p.123～133.
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これらの取材過程でこそ実感された後藤の疑問は，われわれすべてに投げかけられた真摯に受け
止めなければならない問いである。
後藤健二の取材の視点は，戦争がいかに悲惨なものか，その実態を伝えることに据えられている。
難民問題や人道分野に焦点を当て，とくに世界中の「苦しみの中で暮らす子どもたち」「学校と子
どもたち」にカメラを向けてきた。現地で記録した映像には常に子どもの姿がある。後藤が紛争・
戦争など危険地域を取材し伝えてきたこと，本当に伝えたかったことは，次のような後藤の言葉に
端的に表れている。
「戦争でいちばん傷ついているのは，そこに暮らす人たちだ」「戦争や貧困のただ中に取り残され
た弱い立場の人々，とりわけ厳しい現実のもとに暮らす子どもたちのありのままをカメラに収め，
一人でも多くの人に子どもたちのメッセージを伝えたい」。
「取材現場には涙はいらない，ありのまま克明に記録し，人の愚かさや醜さ，命の危機を伝える
ことが使命だ」。
そして，こうした思いから行動する。「戦闘の様子は断片的には伝わっているが，シリアの一般
市民が本当にどう思い，感じているか，本音が聞こえてこない。それを知りたくて現地に向かっ
た」という（31）。
一言でいえば「現場を伝えたい」「戦争・貧困のなかの子どもたちの姿（声）を伝えたい」とい
うことにほかならない。
後藤健二の紛争・戦争地域での取材活動に関してもう一つ見ておかなければならないのは，彼の
映像は生死を分かつ厳しい現地の状況の中でも希望を見出していることである。とりわけ，後藤の
取材における被害者としての子どもに向ける視線は絶えず温かい。「アフガニスタンでは，爆撃で
家族を失った少女を取材し，改めて厳しい現実に気づかされた」という。彼の念頭には，常に苦し
みの中で暮らす子どもたちへのやさしい眼差しがある。それは彼が子どもの生きる力に希望を見出
しているからであろう。
「日常のものすごく小さな出来事の中に，希望を見つけて生きている」「とくに子どもたちは非常
にたくましい。唯一の希望は子どもたちです」「希望を見出していけるような助けができればいい
と思う」「希望が絶望に変わっていかないように，国際社会が助けていく必要が絶対にある」「私た
ちにできることは，さまざまな方法で彼らに手を差し伸べ続けることではないか」（32）。これは後藤
の確信といえよう。
後藤は，著書『ようこそボクらの学校へ』の中でこうも語っている。
「故郷を離れた人たちは，水道も電気もガスもないビニールテントで暮らしています。食べ物も
しばしばありません。子どもたちは学校にも行っていません」「だからといって，他の人に八つ当
たりしたり，生まれてきたことを恨んだり，生きることをあきらめたりはしません。むしろ，彼ら
（31）http://ipgoto.com/about/http://pr.nhk-book.co.jp/youkoso
（32）http://ipgoto.com/about/
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は，どうにか抜け出す道を探しています」「私たちはそれを見て，彼らの住む世界と自分たちが住
む世界を比べて，ほっとしたり，なげいたり，時には私たちのほうが生きる勇気をもらったりしま
す。彼らの生活をみたり知ったりすることは，私たちの生き方にも大きな影響を与えてくれます」
「子どもたちが（厳しい環境の中でも学ぶ意欲を通して），希望の芽を見つけて，未来へと育んでい
くことを，手伝うことはできます」
後藤はまた，こうも述べている。
「眼を閉じて，じっと我慢。起こったら，怒鳴ったら，終わり。それは祈りに近い。憎むは人の
業にあらず，裁きは神の領域―そう教えてくれたのはアラブの兄弟たち」（33）。憎しみを乗り越えて
人間愛を信じることこそ平和にとって欠かせない，という意味であろうか。
英『エコノミスト』誌の元東京支局長ヘンリー・トリックス（HenryTricks）は，「後藤健二氏
は，悲惨な戦争地帯で人間味あふれるリポートをしてきた勇敢なジャーナリストだ」と賞賛して，
次のように述べている。
「後藤氏のレポートには，一般の戦争報道とは大きく異なる特徴がある。勝者と敗者を追いかけ
るのではなく，悲惨な状況に追い込まれた普通の人を，とりわけ子どもたちの姿を伝えることに力
を注いでいることだ。こうした普通の人たちが頑張る姿が自分を動かしているのだと後藤氏は言っ
ていた」「日本のメディアは自社に所属する記者を危険地帯へ送りたがらないが，そうした場所へ
自ら赴き現状を伝える後藤氏は，日本の企業ジャーナリストたちから広く尊敬されている」と賛辞
を送っている（34）。
“KenjiGoto’sreportingisvoiceofhumanityintimesofatrocity”
米国国連大使サマンサ・パワーも，「紛争報道に生涯を尽くした」と賞賛している。
「戦争でいちばん傷ついているのは，そこに暮らす人たちだ」と考える後藤が，紛争地・戦場の
取材活動を通して，一貫してその声なき声を私たちに伝えようとしたことは確かなことといえるだ
ろう。
ジャーナリスト後藤健二の仕事は，国内外から高い評価を受け，日本外国特派員協会　『第１回
報道の自由推進賞』（2015年５月）やスペイン記者クラブ　『ジャーナリスト賞』「紛争地で人権擁
護に尽くした賞」（2015年５年）を受賞している。
さらにまた，後藤健二の仕事は紛争・戦争地域の現場取材経験を踏まえて，多方面にわたってい
る。
UNICEF（国連児童基金）や国連難民高等弁務官事務所など，国連の人道支援機関との繋がりも
強く，プロジェクト記録やモニタリング，コンサルティングにもジャーナリスティクな視点を取り
込んで従事。社会貢献活動では，非営利でメディア（媒体）が貢献することを目指して『The
（33）@kenjigoto,2010.9.7.
（34）「ジャーナリスト保護委員会」（CPU:Committeetoprotectjournalists）blog
http://cpj.org/blog/2015/01/kennji-gotos-reporting-is-voice-of-humanity-in-timez-of-atrocity）。
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WorldWithYou』プロジェクトを進めている。近年では「取材者自らの口で直接伝えること」を唱
え，日本全国で講演会や小中高等学校での授業などを数多く行っている（35）。
ところで，われわれは，後藤健二の仕事が投げかけているもう一つの問題を見落としてはならな
い。後藤健二のジャーナリストとしての仕事に対し高い評価が与えられているが，フリーランスが
後藤のように優れた仕事をしていくうえで，きわめて厳しい社会環境の下に置かれているという現
実が投げかけている問題である。フリーランスは，企業ジャーナリストに比べ，社会的地位は低く
差別的扱いをされることもしばしばある。仕事を取り巻く環境は，厳しく安定性を欠き劣悪でさえ
ある。命がけで取材した映像がメディアで採用され報道されるかどうかは定かではなく，その意味
で圧倒的に劣悪な条件のもとにおかれている。それゆえ，フリーランスの権利や社会的地位の保障，
仕事環境の向上は社会の責務である。
国民の知る権利の保障に不可欠な取材・報道の自由は，民主主義の基盤である。
「報道機関の報道は，民主主義社会において，国民が国政に関与するにつき，重要な判断の資料
を提供し，国民の「知る権利」に奉仕するものである」から，「事実の報道の自由は，表現の自由
を規定した憲法21条の保護のもとにあることはいうまでもない」。「また，報道の自由が正しい内
容を持つためには，報道の自由とともに，報道のための取材の自由も，憲法21条の精神に照らし，
十分尊重に値するものといわなければならない」（博多駅テレビフィルム提出命令事件での最高裁大法
廷決定，最大決昭和44・11・26，刑集23巻11号1480頁，下線は筆者）。
いま，特定秘密保護法が施行されたことにより，テロ対策や安全保障などを理由に，取材・報道
の自由が様々な形で大きく制約されることが懸念されるが，それだけにジャーナリストが自律を堅
持し取材・報道活動に邁進することがこれまで以上に重要になる。政府・権力に同調せず，自粛せ
ず，ジャーナリストが社会的責任を果たすことが社会的に求められている。それは平和の維持と民
主主義の成熟にとって欠かせない社会的要請にほかならない。
ジャーナリスト後藤健二の仕事
〈主な著書〉
『ようこそぼくらの学校へ』NHK出版ＤＶＤ＋book2003年，（復刊）20015年
『ダイヤモンドより平和がほしい　子ども兵士・ムリアの告白』汐文社　2005年（産経児童出版
文化賞・フジテレビ賞受賞）
『エイズの村に生まれて　命をつなぐ16歳の母・ナターシャ』汐文社　2007年
『ルワンダの祈り　内戦を生きのびた家族の物語』汐文社　2008年
『もしも学校に行けたら　アフガニスタンの少女・マリアムの物語』汐文社2008年
〈ビデオディスク〉
『世界の学校シリーズ』（ケイコムコンサルティング）
（35）http://ipgoto.com/about/
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　シエラレオネ「麻薬を顔に埋められて　殺しのロボットにされた子どもたち」
　イラク「終わらない戦争　落ちていた爆弾で障害を負った羊飼いの少女」
　アフガニスタン・カブール「タリバンがいなくなって　生れて初めて学校へ行く少女」
　ザンビア「両親をエイズで亡くした「エイズ孤児」たちの学校」
　チェチェン「学校はテントの中　内戦で難民になってしまった少女」
　アフガニスタン・カンダハール「いきいきと学ぶ子どもたち　教科書もノートも机すらなくても」
　エストニア「身勝手な大人の犠牲に　麻薬中毒の子どもたちの学校」
　アルゼンチン「駅で寝泊りする家出少女たちに手を差しのべる学校」
『ワールド・エコ・トラベラー』（ケイコムコンサルティング）
〈テレビ出演〉
NHK　「クローズアップ現代」「ETV特集」「週刊こどもニュース」「BSドキュメンタリー」
テレビ朝日　「報道ステーション」テレビ朝日
「ひるおび」TBS
「教えて！ニュースライブ　正義のミカタ」朝日放送
〈主な講演・授業〉など
東京都多摩市主催平和展（講演）
千葉県ユニセフ協会　ユニセフのつどい（講演）
大手町ニューカレッジ　『中東革命の中で～現場報告』（講座）
大正大学人間学部　のびのびこどもプロダクトコース（大学一年生授業）
千葉県船橋市宮本公民館　『子どもニュース講座』（小学５－６年生授業）
日本小児心身医学会学術集会　『世界と日本，子どもたちは守られているか？』（講演）
千葉県袖ヶ浦市平岡公民館　国際理解セミナー（講座）
埼玉県生協ネットワーク協議会　スキルアップ応援講座（講演）
玉川聖学園（中学三年授業） （http://ipgoto.com/about/より）
４．ジャーナリスト後藤健二と人質殺害事件 
　　　後藤健二は，なぜ，何の犠牲にされたのか
次に，後藤健二の仕事と人質殺害事件との関係について考察する。
2015年１月20日，後藤健二が「イスラム国」（IS）に拘束され，「身代金を支払わなければ殺害
する」という映像がインターネット上に公開された。映像は，人質の命を救うために日本政府に対
して72時間以内に２億ドルを支払うよう迫ることを，日本国民呼びかけている。日本政府は「テ
ロリストと直接交渉しない。身代金要求には応じられない」という方針を貫き，身代金を支払うこ
とはしなかった。その後人質の映像が公開されてから12日目の２月１日，後藤を殺害したとする
「イスラム国」（IS）からの映像がインターネット上に配信された。実際に殺害されたかどうかは不
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明で確認しようがないが，いずれにせよ後藤は救出されなかった。後藤健二は，なぜ，何の犠牲に
されたのか。
ジャーナリストが紛争・戦争地域で取材や移動中に銃撃・殺害されたことはこれまでにもあった
が（36）。後藤に関わる人質事件はこれまでのケースとは大きく異なる点を重視する必要がある。後
藤に関わる人質事件は，「テロとの戦争」の一方の当事者の「イスラム国」（IS）による拘束であり，
身代金の要求と日本人全体に対する殺害予告をともなっている。今回の人質事件に関しては，歴史
的背景や現在の政治状況を抜きにして，問題の本質を理解することはできない。後藤は，なぜ，何
の犠牲にされたのかを考察するうえで，少なくとも３つの視点―１．歴史の犠牲，「対テロ戦争」
の犠牲，２．安倍政権の対米追随の安全保障政策（「戦争ができる国」づくり）の犠牲，３．日本
社会の民主主義の脆弱さの犠牲―）からの究明が欠かせないであろう。
（１）歴史の犠牲，「対テロ戦争」の犠牲
人質事件は，そもそも複雑な構造をもつ「テロとの戦争」が激化する中で起こった。中東地域に
おける歴史的な利害対立がその背景にある。「イスラム国」（IS）などイスラム過激派が台頭する遠
因には，英仏露が第１次世界大戦中に自らの都合良く結んだ協定（1916年のサイクス・ピコ協定
Sykes-PicotAgreementなど）により設定した国境線で，イスラム教の国だったオスマン帝国の解
体後その支配下にあったイスラム世界を分割し，植民地化した歴史が挙げられる（37）。
（サイクス・ピコ協定のほか，英国はフサイン・マクマホン協定で中東のアラブ国家独立を約束，バルフ
ォア宣言でパレスチナにおけるユダヤ人居住地を明記，相矛盾する所謂三枚舌外交）
英仏等による領土分割の際，当該地域の事情は無視され，民族や宗教の分布などは一切考慮され
ずに，人為的に国境線が引かれた。そのため，シリアやイラクには現在もアラブ人やクルド人，ト
ルコ人，トルクメン人などが混在している。アラブ人の中でもイスラム教スンニ派とシーア派の対
立がある。シオニズム，エルサレムをめぐるイスラエルとパレスチナの争い（数次にわたる中東戦
争），国を持たない世界最大の民族クルド人が複数の国に分かれているのも英仏などの分割が要因
といえる（38）。
シリアは第1次世界大後四半世紀にわたってフランスの委任統治領となった。第２次大戦後シリ
ア，イラク，レバノンなど各国が独立し，イスラエルが建国した後も，英仏と新規参入の米国が，
中東地域における安全保障から石油資源を中心とする経済権益までを差配し続けている。このよう
な歴史的背景のなかで，シーア派系政権に不満を抱くシリアやイラクのスンニ派アラブ人の支持を
（36）2004年イラクで橋田信介氏，小川功太郎氏が移動中に襲撃された。2007年ビルマで長井健司氏が射
殺された。2012年シリアで山本美香さんが殺害されたなどなど。綿井健陽（ジャーナリスト・映画監督）
「戦場取材これからどうなるのか」，前掲『創』ｐ.94.
（37）第１次大戦後の世界秩序を決めたベルサイユ条約の過大な対独賠償要求の問題性を指摘した，ケイ
ンズ「平和の経済的帰結」『ケインズ全集第２巻』早坂忠訳，東洋経済新報社，1977，参照）。
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集め，米英主導で強行されたイラク戦争の中で「イスラム国」（IS）が台頭しシリア内戦で勢力を
拡大したこと，「イスラム国」（IS）が西洋の利益を反映した形で引かれた植民地支配を象徴する
「サイクス・ピコ協定」よる国境の破壊を標榜していることなどを視野に入れることこそ，「テロと
の戦争」の混迷，その複雑な構造を理解し，平和なアラブ世界の再編に向けた軍事力によらない解
決策を見出すうえで，重要な鍵の一つとして重視されねばならない。
「イスラム国」（IS）は，その残虐非道な暴力行為は掲げる闘争理念（それがイスラム・アラブ世
界の歴史的な西欧支配からの自立の実現であるならば，なお）に逆行し，広範な人々の支持を得ら
れない自滅行為であることを悟らねばならない。「イスラム国」による後藤健二の拘束・人質事件
が，以上に指摘した歴史的な背景や要因を無視して対米追従のもとに「テロとの戦争」にますます
深くのめり込む安倍政権とそれに同調する日本国民への警鐘であるなら，まさしく後藤健二は歴史
の犠牲，「テロとの戦争」の犠牲者である。
（２）安倍政権の安全保障政策（「戦争ができる国」づくり）の犠牲，
後藤が2014年10月下旬から11月上旬にかけて拘束された事情は不明であるが，終局的に救出さ
れなかった。「イスラム国」によって人質にされ身代金の支払いを要求されて以降の推移に照らし
て，国民の命を守る責任がある政府の人質解放に向けた対応に瑕疵はなかったのか，救出作戦の不
作為（失策）はなかったかが問われなければならない。
政府の事件対応が適切だったかどうか検証するために設けられた「邦人殺害テロ事件の対応に関
する検証委員会」（警察庁出身の杉田和博内閣官房副長官を委員長とし，10人の委員全員が官僚）は，一
連の危機対応に関して「政府の判断や措置に人質の救出の可能性を損ねるような誤りがあったとは
いえない」と結論づけ，政府の対応を追認する内容の報告書を出した（39）。しかし，この報告書では，
肝心な問題点の検証が回避されており，真相が明らかにならない。とくに，2015年１月の時期に
（38）『東京新聞』2015.12.13図・参照。
（39）『邦人殺害テロ事件の対応に関する検証委員会・検証報告書』2015.5.21.（委員会の構成。委員長；
内閣官房副長官（事務），同代理；内閣危機管理監，国家安全保障局長，内閣情報官。委員；内閣官房副
長官補（事態対処・危機管理担当），国家安全保障局次長，警察庁警備局長，外務省大臣官房長，同中東
アフリカ局長，防衛省運用企画局長。有識者５名。開催実績５回。うち３回有識者との合同会合。
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なぜ安倍首相は中東訪問を訪問したのか。エジプト，イスラエルでの演説が「イスラム国」を硬化
させたことは否定できないと思われるが，この点の検証は不十分である。「なぜ日本人２人が斬首
されるほど，日本が「イスラム国」に敵視しされるようになったのか」，「中東イスラム世界の人々
の対日観は良好でしたが，それが欧米諸国と並んで敵視されるほどになった」のか，それに対する
検証がなされていない（40）。
安倍首相は中東訪問先のエジプト・カイロで開かれた「日本・エジプト経済合同委員会会議で，
「中庸が最善：活力に満ちた安定した中東へ　新たなページめくる日本とエジプト」と題して演説
し，その中でこう述べている。（2015年１月17日）
「日本の約束：　イラク，シリアの難民・避難民支援，トルコ，レバノンへの支援をするのは，
ISILがもたらす脅威を少しでも食い止めるためです。地道な人材開発，インフラ整備を含め，
ISILと闘う周辺各国に，総額２億ドル程度，支援をお約束します。」
英文では，SpeechbyPrimeMinisterAbe“TheBestWayisGointheMiddle”
「Japan’spledge：WearegoingtoprovideassistanceforrefugeesanddisplacedpersonsfromIraq
andSyria.
WearealsogoingtosupportTurkeyandLebanon.Allthat,weshalldotohelpcurbthethreat
ISILposes.Iwillpledgeassistanceofatotalofabout200millionU.S.dollarsforthosecountries
contendingwithISIL,tohelpbuildtheirhumancapacities,infrastructure,andsoon」（41）。
 （下線は筆者）
政府はこの演説で人質の身に危険が及ぶとは想定していなかったのだろうか。
この安倍首相の演説に対して，「イスラム国」（IS）は次のような邦人殺害警告の映像（ビデオ声
明）をネット上に公開した（2015年１月20日）
「字幕で：日本の政府と国民へのメッセージ。
映像で：日本の首相へ。（日本は）イスラム国から8500キロも離れていながら，自発的に十字軍
に参加した。おまえはわれわれの女性や子どもを殺害するのに，そしてイスラム教徒の家を破壊す
るのに，得意気に１億ドルを提供した。
従って，この日本人の命には１億ドル掛かる。そしてまた，イスラム国の拡大を止めるために，
イスラム戦士と戦う背教者を養成するのに１億ドルを提供した。それで，こっちの日本人の命には
別にもう１億ドル掛かる。
日本国民に告ぐ。おまえたちの政府はイスラム国と戦うのに２億ドル支払うという愚かな決定を
した。おまえたちには，この日本人らの命を救うのに2億ドル支払うという賢明な判断をするよう
政府に迫る時間が72時間ある。さもなければ，このナイフがおまえたちの悪夢となるだろう」（共
（40）宮田　律「ISから敵視，背景に対米追従」朝日新聞取材班『検証　「イスラム国」人質事件』岩波
書店　2015.p.208～209.
（41）外務省,　http://www.mofa.go.jp/mpfaj/me_a/mel/eg/page24_000392.html
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同）（42）。
このメッセージは，安倍首相が「イスラム国」（IS）と戦うために２億ドルを支払うという「愚
かな決定」をしたのであるから，同額の２億ドルの身代金を72時間以内に払うよう要求している。
外務省はホームページに英語とアラビア語で「２億ドルは非軍事分野での支援です」という「日本
からのメッセージ」の掲載を始めたが，カイロ演説の英文では「人道支援」「非軍事的支援」とい
うニュアンスは必ずしも明確ではなく，「イスラム国」（IS）と戦う国への支援一般と受け止められ
たのではないか。このことから，安倍首相のカイロ演説が「イスラム国」（IS）の猛反発を招いた
ことは，否定できないであろう。
カイロ演説に関しては，「イスラム国」（IS）が安倍首相を名指しして「自発的に十字軍に参加し
た」と非難していることを重視しなければならない。「イスラム国」（IS）の猛反発は，日本政府の
人質対応を越えて，有志連合に組みする安倍政権の対米追従政策に向けられていると解するべきで
あろう。安倍首相がエジプトに続いてイスラムと対立関係にあるイスラエルを訪問し，両国の国旗
（「日の丸」と「ダビデの星」）を背景に会見（ユーチューブにアップされた）に臨み，協力強化を
強調したことが，「イスラム国」（IS）の反発をさらに加熱させたことも否定できない。
安倍政権が対米追従を深める中で，オバマ政権，「アーミテージレポート」「ジャパンハンドラ
ー」の意を受け（43），憲法を無視して集団的自衛権の行使を容認し武器輸出を可能にするなど従来
の安全保障政策を大転換させ，「“テロとの戦争へ”の参加」「戦争ができる国」に向けて邁進して
いることは，別記の関連年表からも明らかである。後藤に関わる人質事件はこのような政治的状況
と密接不可分に相違ない（44）。人質事件で「イスラム国」（IS）はそこを突いた。
安倍政権の軍国化政策遂行の下では，「不都合な事実」は極力隠蔽したい政府は，紛争や戦場の
報道は可能な限り規制すべく画策し，逆に政府の政策に同調し支持するようメディアを懐柔する。
慰安婦報道や福島原発事故報道にかかわる朝日新聞バッシングは前者の例であり，NHKへの放送
法を無視した不当な介入は後者の典型的な例である。
とりわけ，後藤のようなフリー・ジャーナリストの活躍は，政府にとって好ましくない情報を国
内に持ち込む輩として敬遠され抑圧される恐れがある。すでに述べたように，現にフリー・ジャー
ナリストが旅券返納命令などにより渡航を拒否された事例も発生している。紛争・戦争などの危険
（42）http://www.tokyo-np.co.jp/s/article/201501201002137.html
（43）RichardL.Armitage,JosephS.Nye;AREPORTOFTHECSISJAPANCHAIR“TheU.S.-Japan
AllianceAnchoringStabilityinAsia”,CSIS，August2012.「アジアの安定を支える日米同盟」第３次レポ
ート。安倍政権は，オバマ政権の外にいる「ジャパン・ハンドラーズ」（CSIS系統の米国の政治家，官僚，
知識人等）の影響を強く受けている。日本の集団的自衛権行使容認は，もともとアーミテージ元国務副長
官が2000年10月に発表した「アーミテージ・レポート」の中で求められていた。「日本の集団的自衛権行
使容認を誰よりも喜ぶ」『読売新聞』2015.7.24.　アーミテージ氏はラズムフェルド元国防長官ともども
2015年秋の叙勲で旭日大綬章を受けた。
（44）別記の年表参照。
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地域への取材に対して，「蛮勇」と糾弾したり，迷惑視する政治家もいる（45）。
「テロとの戦い」や人質事件に便乗して安保法制を促進させようとする動きも顕著である。現に，
安保法制のなかには，自衛隊が海外で邦人を救出できるようにする内容も含まれている。
先にのべた後藤の取材にもとづくNHKの番組（『（仮題）終わらない戦争』）が放送直前にボツ
になったことが想起される。後藤が米軍による被害者としての市民の姿を積極的に取材し伝えるジ
ャーナリストであることが，政府が救出に積極的に動いたとはいえない「不作為」の背景にあると
したら，後藤は，安倍政権が憲法と民意を無視して強行している，「戦争ができる国」への転換へ
向けた安全保障政策をはじめとする一連の政策の犠牲者である（46）。
〈殺害通告後（2015年２月１日以後）の安倍首相の対応〉
２月２日，安倍首相，「テロリストを私は絶対に許さない。日本がテロに屈することは決してな
い。」（政府与党連絡会議）。
　　　　　「（イスラム国に）その罪を必ず償わせる」（参議院予算委員会）
　　　　　「邦人の安全確保には武力行使が認められる」（衆議院）。
　　５日，安倍首相が，国際協力の多国籍軍に対する後方支援への自衛隊派遣を検討と発言。
　　６日，「イスラム国」を対象とする集団的自衛権を行使する方針（参議院民主党に対する答
弁書・閣議決定）
　　７日，カメラマンの旅券没収でシリアへの渡航計画を阻止（外務省）
　　10日，国益に資する他国軍隊の非軍事活動へのＯＤＡ（政府開発援助）解禁（開発協力大綱，
閣議決定）
　　13日，周辺事態法改正（安全保障法，与党協議に自民党が提議）
　　　　　こうした動きを，アメリカの「対テロ戦略」の転換と並行して進行。
　（６日，アメリカ・オバマ政権，同盟国との連携を重視する国家安全保障戦略を発表。
　　11日，「イスラム国」との戦闘に従来否定してきた地上軍の投入を決め，議会もこの方針を
認めた）。
２月５日，衆議院本会議で，「イスラム国」を非難し，対テロの国際的連携強化を謳う決議を全
（45）高村自民党副総裁，記者団に対して，「後藤さんが３度にわたる日本政府の警告にもかかわらず，テ
ロリスト支配地域に入ったことは，どんなに使命感があっても，蛮勇というべきものであった」。「朝日新
聞デジタル」2015.02.04.:11:48。
（46）安倍政権の集団的自衛権行使容認，安保法制強行の経済的背景を看過してはならない。経団連『防
衛産業政策の実行に向けた提言』は，武器輸出を「国家戦略として推進すべきだ」とし，政府に防衛産業
の基盤強化を求めている。安保関連法の「成立」を受け，10月１日，武器輸出の業務を担う防衛施設庁
発足。防衛予算は４年連続増加，2016年度予算は過去最高５兆円を超えた（グラフ参照）。開発途上国な
どを対象にODAを軍事目的にも使用できる方向に舵を切った。安倍政権は，武器輸出の拡大を軸に軍需
産業による成長戦略を描き，米国とともに軍産複合体をつくるのを目指しているようだ。石坂，前掲「秘
密保護法と民意の形成・反映」pp96～98,.100～102.
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会一致で採択（参議院も２月６日）
（３）日本社会の民主主義の脆弱さの犠牲
今回の人質事件は，「日本社会のジャーナリズムに対する理解の弱さ，民主主義の未熟さをいく
つも炙り出した」（47）。その一つは，「ジャーナリストの無謀な危険地域の取材のために，政府も国
民も多大な迷惑を被った」という世論である。想起されるのは，2004年４月イラク戦争中日本人
が拘束された人質事件における被拉致者に対するバッシングである。自衛隊の撤退が人質解放の条
件とされたことからか，被拉致者はもとよりその家族まで，あたかも犯罪を犯したかのように，政
府，メディア，個人の間で共振しつつ，「非国民」「反日分子」「自業自得」「自己責任」「日本の
恥」「航空運賃等救出にかかった費用を返せ」等々，激しい非難・糾弾にさらされた。政府は「行
かれる人は，自分の責任で行くということかもしれないが，どれだけの人に迷惑がかかるかという
こともある程度考えてもらいたい」（福田官房長官）。新聞も「三人は……自ら危険な地域に飛び込
（47）石丸，前掲，ｐ.11.
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み，今回の事件を招いたのである。自己責任の自覚を失った，無謀かつ無責任の行為が，政府や関
係機関などに，大きな無用な負担をかけている」と主張している（『読売新聞』2004年４月13日）。個
人の間でもインターネットへの非難の書き込みが溢れた。この異常なバッシングに対して，外国メ
ディアの対応は違っていた。たとえば，ニューヨークタイムスは，こうした異常な社会現象を日本
社会に潜む後進性とみてこう報道した。
“TheStruggleForIraq:TheHostages;FreedFromCaptivityinIraq,JapaneseReturntoPain”　
「日本の極端に洗練された都市の表面下に，この島国を何世紀にも渡って支配してきた階層的な
関係があり，それは危機に際して，いつでも現われ，再び力を振るう。元人質の罪は，政府のイラ
クへの渡航自粛勧告を無視したことである。しかし縦社会―自らは無階級社会であると信じたが
っているが―における罪は，人々が「お上」と呼ぶ「上位者」に刃向かかったことである」（48）。
国家（政府）に従わない個人は「非国民」という国民意識を捨てきれない者がいまだに多いとい
うことであろう。ちなみに，『読売新聞』の調査では，今回の人質事件の被害は「自己責任であ
る」との回答が83％に上ったという（49）
『ニューヨークタイムズ』が指摘した日本社会の異常な体質―あえて言えば民主主義の未熟―は，
今回の人質事件に際しても同様の現象として現れた。それは「後藤さんが３度にわたる日本政府の
警告のもかかわらず，テロリスト支配地域に入ったことは，どんなに使命感があっても，蛮勇とい
うべきものであった」（高村自民党副総裁）という言に象徴されている。今回の人質事件に対するメ
ディア報道は10年前よりもむしろ後退している。
ジャーナリストが危険を冒してまで紛争・戦争地域の取材をすることの社会的意義についての理
解が国民の間でまだ十分なレベルに達していないことは，たとえば人質事件に際して政府が行使し
たジャーナリストの旅券返納命令の是非に関する世論調査にも現れている。外務省による旅券返納
命令が出た直後の世論調査によれば，産経新聞社とFNNの調査では「返納命令は適切だった」
75.8％，「適切ではなかった」が32.6％であった。日本テレビの世論調査では「妥当である」（27.9
％），「問題点は残るがやむをえない」（58.9％）を併せると86.8％に上り，「いきすぎた措置だ」は
わずか8.8％である。日本最大のポータルサイト・ヤフーが行ったネット調査では46万人以上が投
票し「邦人の安全確保のため問題はない」と答えた人が61.8％に上った」（50）。
また，メディアも，取材目的のための渡航機会を奪うという政府の措置（事実上の出国禁止）に
対しては，自らの存立基盤を左右する問題として受け止め，本来ジャーナリズムの立場から政府の
措置を批判すべきであるにもかかわらず，大手メディアの中では明確に批判したものはごく一部に
（48）NewYorkTimes,April23,2004。同志社大学浅野健一ゼミ編著『イラク日本人拘束事件と「自己責
任」報道―海外メディアは日本人拘束事件をどう伝えたか』現代人文社，2005.
（49）調査実施，2015.2.7）。
（50）http://www.Sankei.com/politics/news/150223，
http://mews.livdoor.com/article/detail/9796459
http:blogs.com/enquete/15/detail　
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過ぎない。逆に自粛や同調を超えて政府の方針を支持するメディア（『読売』『産経』など）の主張
が際立った（51）。こうしたメディアの対応が国民の意識（NYTの言う「お上意識」）の再生産に少な
からず影響していることは否めない。これらの事実は，日本社会においてはまだ，「メディアやジ
ャーナリストの国家（政府）からの自立が民主主義にとって不可欠である」とう認識が，メディア
においても国民の間においても定着していないことを示しているといえよう。
安倍政権の異常なまでのメディア・バッシングは，憲法改正や原発再稼動やTTPなどの国民的
争点をめぐって，一方で政府への同調を，他方で報道の萎縮を促進させている。
とくに特定秘密保護法や安保法制が，メディアの報道の自由や国民の言論表現活動への規制に及
ぼす影響は無視できない（52）。
言論表現をめぐる萎縮傾向は，メディア以外にも自治体行政や大学・学校などにおいても近年顕
著である。イベントの内容（憲法擁護，原発再稼動反対等々）が「政治的中立性を欠く」「政治的
に偏向している」と言う理由で，地方自治体がホールや公園等の使用を拒否した事例やイベントの
後援を拒否した事例，展示撤去の事例など随所に見られる（高崎市の公園の「朝鮮人強制連行碑」
の撤去，北海道博物館の自衛隊基地を考える展示資料の一部撤去など）。自治体が条例などを使っ
て地域における市民の集会やデモなどの言論表現活動を規制する動きは，安倍内閣の憲法改正・安
保法制等の施策を側面支援する役割を担うことになる。それは同時にまた地域における政府批判の
言論表現活動の萎縮をもたらしている。『はだしのゲン』が小中学校の図書館から撤去されたり，
平和の俳句（「梅雨空に九条守れと女性デモ」）が公民会報への掲載を拒否された例もある（戦時中
の『京大俳句』事件等を想起させられる）。シンポジウム等への会場使用を拒否する例は大学の対応
にも見られる。
言論表現の萎縮をめぐる動きは，そのほか，書店の「民主主義を考えるブックフェア」の陳列図
書の撤去・入れ替え，「中立性に配慮」を理由に政権批判の問題文削除＊（放送大学）等々は，す
べからく言論表現の自主規制，自粛である。
＊　放送大学が単位認定試験の問題について，受験生の一人からメールを受け，問題文に安倍政権を批判
した文書が含まれたのは不適切として，学内サイトに掲載する際に街頭部分を削除していた。削除さ
れた箇所（文言）は，「現在の政権は，日本が再び戦争をするための体制を整えつつある。平和と自国
民を守るのが目的というが，ほとんどの戦争はそういう口実で起きる」「表現の自由を抑圧し情報をコ
ントロールすることは，国民の批判する力を奪う有効な手段だった」などと書かれた部分である（53）。
（51）「旅券返納命令　シリアの危険を考えれば妥当（の措置）だ」『読売新聞』。「邦人保護は国の責任だ。
渡航先の危険が明らかである以上，法律の基づき国が旅券返納命令を出したことは妥当」『産経新聞』
2015.2.11.　http://www.yomiuri.co.jp/editorial/20150210，http:www.sankei.com/column/news/150211
（52）石坂，前掲「秘密保護法と民意の形成・反映」。
（53）『朝日新聞』2015.10.21.
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この事例も過剰な自己規制，自粛行為にほかならない。
この種の自主規制，自粛は，言論の公共空間を狭め，「もの言えぬ社会」「翼賛社会」をつくりだ
す一里塚であり，戦争への道を開くものである。
また，近年のヘイトスピーチの横行が差別意識，排外主義を煽り言論暴力によって社会的弱者・
少数者を排除し人権侵害を助長していることも重大である（54）。ヘイトスピーチの問題は「単に一
部の異常な排外主義集団だけの問題ではなく，それを許している日本政府および日本社会全体の問
題である」（55）。ヘイトスピーチによる日本社会における排外主義，人種・民族差別もまた，日本社
会の民主主義の脆弱性，未熟さと密接に結びついている。
以上見たように，いま日本社会に蔓延している言論表現の萎縮（自粛），メディアの権力迎合，
ジャーナリズムの萎縮は，日本社会の民主主義の未熟さ，脆弱さの現れにほかならない。後藤健二
の犠牲は，このような日本社会の民主主義の未熟さ脆弱さが生み出したともいえよう。
５．平和の世界と民主主義の成熟 
　　　人権尊重，個人主義の徹底
後藤健二は，今回シリアに入る前（2014年９月24日），ある番組でこう話している。けだし，豊
富な現地取材経験がある者だけに見える先見の明である。
「たとえば安倍さんが，国連などでアメリカの空爆を支持するなどと言えば，日本も同盟国（有
志連合）と思われて，いま，日本人の方々はいろんなところに旅行など行っていますけれども，こ
れからは「テロ」や誘拐に気をつけなくちゃならなくなる」（56）。
その後の事態は，まさに後藤の言う通りに推移し，自身その犠牲になった。後藤が殺害されたと
伝えられた2015年２月１日，インターネット上に公開された映像「日本政府へのメッセージ」は
こう伝えている。
「日本政府よ。邪悪な有志連合を構成する愚かな同盟諸国のように，お前たちはまだ我々がアラーの加護
により，権威と力を持ったカリフ国家であることを理解していない。軍すべてがお前たちの血に飢えている。
安倍よ。勝ち目のない戦争に参加するという無謀な決断によって，このナイフは健二だけ殺害するので
はなく，お前の国民はどこにいたとしても殺されることになる。日本にとっての悪夢をはじめよう」。
まさに後藤が先刻懸念したとおりの事態が現実となったのである。
日本が有志連合に加わり「テロとの戦争」に参戦することは，戦場へ自衛隊を派遣する，米国な
（54）東京弁護士会；「地方公共団体に対して人種差別を目的とする公共施設の利用許可申請に対する適
切な措置を講ずることを求める意見書」（2015年９月８日）。
へイトスピーチに関わる事件；京都朝鮮第一初級学校事件，カルデロン事件，三鷹事件，秋葉原事件，朝
鮮大学校事件，名古屋市立博物館事件，ウトロ事件など。
（55）前田　朗　『増補新版　ヘイト・クライム―憎悪犯罪が日本を壊す―』三一書房，2013.p.,28
（56）文化放送『大竹まこと　ゴールデンラジオ』（ユーチューブでも視聴可）。
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ど有志連合国の「後方支援」を担うということだけに留まらない。われわれの日常が戦場になるこ
とを意味する。いつ起こるか分からない「テロ」の恐怖を抱えて生活することになる。「テロ」の
恐怖は国民に限りなく安全を希求させ，いきおい国家（政府）の「安全対策」すなわち「安全保
障」政策を求めることになる。しかし，国民はその代償として「国家（政府）が遂行する「テロと
の戦争」とセットで求められる「安全保障」のために，あらゆる自由の権利を国家に差し出して監
視や統制を受け入れざるをえなくなる」（57）。
「テロとの戦いのため」とさえいえば，「憲法改正もやむなし」「人権侵害も許容」という状況が
生み出され，これに異を唱え反対する者は国益を損なう「非国民」として糾弾され，社会的に差別，
排除されることになる。「テロとの戦争」は，外国のことでも自衛隊だけが関わることでもなく，
国民全体に関わる問題である。「テロとの戦争」は，軍事対応・軍事力では終わらせることはでき
ない蟻地獄である。強行成立させた安保法制（戦争法制）下に軍事力を飛躍的に強化して米国と一
体で戦うという安倍政権の対応では，「テロとの戦争」を拡大させ矛盾を深めさせるだけである。
テロをなくすには憎悪の連鎖を断ち切るために，少なくともまず空爆を止めることが先決である。
空爆の被害者にとっては空爆もテロ暴力にほかならない。空爆が止められ，「イスラム国」（IS）の
テロ行為が際立てば，イスラムの人々の「イスラム国」（IS）への対応も変わってくるであろう。
問題解決の道は，人命尊重，人権重視，貧困・差別の撤廃，平等の実現，民族自決（「中東のこと
は中東の人々に任せること」）（58），つまりは民主主義の実現にある。民主主義の実現，民主主義の
成熟をめぐる戦いとして取り組まれなければならない。
民主主義の実現，成熟の必要性・切実性は，まさに現在の日本にあてはまる。民主主義の実現，
成熟の核となるのは，人権尊重，個人主義の徹底・定着である。いいかえれば，戦争を防ぎ平和を
維持していくためには，国や社会において一人一人の人権尊重の下に個人の自由な考え方（思想の
自由）や生き方（自己決定権）がなににも勝って大切にされなければならない。つまり個人主義が
尊重され徹底されなければならない。
すでに述べた通り，2015年２月上旬，中東に取材に行く予定のジャーナリストに対して，政府
が渡航を取りやめるよう勧告したが，拒否されたのでパスポートを返納させたという事件が起こっ
た。政府はこのジャーナリストの行動を国益に反する行為みなし，強制的に渡航を中止させたわけ
である。憲法（22条）に保障されている個人の自由である渡航の自由が妨げられたのである。こ
のことは，わが国において，いまなお，国益が個人の行動の自由に優先するという事実の一端を示
（57）西谷，前掲「「テロとの戦争」という文明的倒錯」『世界』p.135.
「公安テロ情報流出被害国家賠償請求」事件。捜査資料によれば，監視対象とされたのは，「言動，服装か
らムスリムと認められる者」約12,000人。安田浩一『ヘイトスピーチ』文春新書，2015.
（58）ロレッタ・ナポリオーニ「IS，本質を見極める」朝日新聞取材班『検証「イスラム」と人質事件』
岩波書店　p.206. 宮田　律「IS から敵視，背景に対米追従」『検証　「イスラム国」人質事件』2015.
p.208～209.
バンドン会議（1955.4.18）『平和十原則』参照。
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している。こうした事例は最近実に多くみられる。
戦前の戦時体制のもとでは，「お国のため」「天皇陛下のため」が「個人のため」より優先されて
いた。国益が優先され人権や個人の自由は二の次にされていた。そのことがあの悲惨な太平洋戦争
に突き進むことを可能にした。戦争の思想的基盤は，全体主義，天皇中心主義あるいは「国体思
想」であった。このような戦前の国や社会のあり方を深刻に反省し，敗戦後，わが国の存立原理を
全体主義，天皇中心主義から個人主義に転換したはずであるが，このような考え方が政府や行政組
織の中はもとより，国民の間でもまだ完全に払拭しきれていない（59）。
日本国憲法は13条で「すべて国民は，個人として尊重される。生命，自由及び幸福追求に対す
る国民の権利については，公共の福祉に反しない限り，国政の上で最大の尊重を必要とする」と，
全体主義にとって代えて，個人主義を国のあり方，社会のあり方の根本原理として宣言している。
しかし，わが国では個人主義が民主主義，人権主義，平和主義を支える原点としてまだ十分に定
着していない。というよりも，国や社会のあり方を支える個人主義を否定する動きさえも台頭して
いる。周知のように，いま安倍政権により憲法を改正し「戦争ができる国」をつくろうとする動き
が急速に進められているが，その自民党の憲法改憲草案では，13条の「個人の尊重」という文言
を「人の尊重」に換えて，こう規定している（60）。
「全国民は，人として尊重される。…………公益及び公の秩序に反しない限り，最大限に尊重さ
れなければならない」。
「個人として尊重される」と「人として尊重される」の違いは重要である。
憲法の英文表記では，「個人」はindividuals,「人」はperson　となっている。
article13.
Allof thepeopleshallberespectedas individuals. theirrightto life, liberty,andthepursuitof
happinessshall, totheextentthat itdoesnot interferewiththepublicwelfare,bethesupreme
considerationinlegislationandinothergovernmentalaffairs.
「個人として尊重される」のでなく，「人として尊重される」というは，「人が集団性を基盤にし
た概念を意味している。ここでいう「人」は「個人」ではない。「個人」は「人が人らしく」でな
く，「人がその人らしく」を意味している。個人はみんな違う。一人一人個性があって違う存在で
ある。基本的人権は個に由来すること，つまり，思想を抱いたり，表現活動をしたりするのは個人
である。「すべて国民は個人として尊重される」というのは，そうした個人に基づく行動の自由を
担保することを意味する。「基本的人権は，人間の固有の尊厳に由来するのであって，この人間尊
（59）大谷實学校法人同志社大学総長の2014年度同志社大学卒業式祝辞　参照。
http://kimbara.hatenablog.com/entry/2025/04/06/232535）
（60）リブ・イン・ピース☆9＋25Ｎ，「自民党憲法改正案」批判―日本国憲法の根本「個人の尊重」変更
の意味」
http://kimbara.hatenablog.com/entry/2025/04/06/232535）
www.nikkanberita.com
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厳の原理こそ個人主義である」（61）。
個人はみんな違う，一人一人の個性があって違うからこそ差別は許されない。違いを認め合う，
違いを認めたうえではじめてお互いの命を大切にすることができる。個人主義は共生の社会的基盤
でもある。
ところが，自民党の改憲草案は，個人が固有に基本的人権を持っているという前提を否定してい
る。つまり個人は国益に従う限りで尊重されるに過ぎない。自民党の改憲草案は，この13条のほ
かにも，個人よりも国，国益，国家秩序を優先させる考え方がはっきりと表れている。
「日本国民は，国と郷土を誇りと気概を持って」「日本国民は，国旗及び国歌を尊重しなければな
らない」「国は……国民と協力して，領土，領海及び領空を保全し，その資源を確保」「国民は，自
由及び権利には責任及び義務が伴うことを自覚」「公益及び公の秩序に反してはならない」「すべて
国民は，この憲法を尊重しなければならない」（62）。
このような考え方は，またぞろ全体主義を国や社会の存立原理とすることに道を開くことになろ
う。それゆえ，現在の政治状況のもとで，民主主義，人権主義，平和主義を支える原点として，個
人主義を徹底させることがきわめて重要なことを強調してもし過ぎることはない。
この夏（2015年），戦争法に反対する運動において，市民や学生や学者などが，個人の判断にも
とづく行動として結集し主張したのは，個人主義による民主主義の成熟に寄与する新たな動きとい
えよう。自分の生き方は自分で決める，国益よりも個人の命，生存，人権を優先的して求める考え
方は，たとえば，人格権（侵害）を判断根拠にした大飯原発の再稼動差し止め判決や，自己決定権
に基づく翁長沖縄県知事の，米軍辺野古新基地建設のための埋めたて承認取り消しの主張にも明瞭
に見て取れる。個人主義の原理はまだ確実に定着はしていないが，これらの動きの進展に民主主義
の成熟への確かな歩みと平和への希望をみることができる（63）。
（61）芦部信喜「人間の尊厳性―人権の根拠」『憲法　新版』岩波書店　1997,p.80
（62）前掲，注（60）
（63）補記（1）
福島第一原発事故以前，原発の運停止などを求めた訴えは各地で起こされていたが，ほとんど退けられて
きた。原発の運転差し止め訴訟で住民側が勝訴したのは，60年，運転中だった北陸電力志賀原発2号機
（石川県志賀町）の差し止めを命じて以来である。
大飯原発（３，４号機）再稼動を巡る住民訴訟における福井地裁（樋口英明裁判長）の再稼働差止め判決
（2014.5.21）は，人の生命（国民の生存）を基礎とする人格権を最も重視し，これを超える価値を他に見
出すことはできないと判示している点が新しい見解として注目に値する。
福井地裁（樋口英明裁判長）の再稼動差止め判決（要旨）
「生存権を基礎とする人格権が公法，私法を問わず，すべての法分野において，最高の価値を持つとされ
ている以上，本件訴訟においてもよって立つべき解釈上の指針である」とのべ，「個人の生命，身体，精
神及び生活に関する利益は，各人の人格に本質的なものであって，その総体が人格権であるということが
できる。人格権は憲法上の権利であり（13条，25条），また人の生命を基礎とするものであるがゆえに，
我が国の法制下においてはこれを超える価値は他に見出すことはできない。したがって，この人格権とり
わけ生命を守り生活を維持するという人格権の根幹部分に対する具体的侵害の恐れがあるときは，その侵
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パリの同時多発テロを受け，政府・与党のなかで，共謀罪が再び浮上している（64）。犯罪を実行
しなくても相談するだけで処罰の対象にされる共謀罪の新設は，特定秘密保護法の施行により，政
府による情報の隠蔽・秘匿が「合法化」され，政府の政策や行為に関する情報入手が困難になった
いま，言論表現の自由，取材・報道の自由にとって新たな脅威となる。ジャーナリズムはますます
萎縮しかねない。
安倍政権は，また，対米追随を深め憲法改正・軍国化を強引に推し進めているなかで，憲法改正
は国民の理解を得やすい分野から着手するとして，まずは緊急事態条項を提起している。緊急事態
条項は，「戦争する国」「権力集中」に不可欠とみなされているが，立憲主義を崩壊させ，内閣に無
制限の立法権を授権するナチスの全権委任法（授権法）とその機能は同一である（65）。
憲法改正は「ナチスに学んで，静かにあまり問題を起こさずに進めよう」という（66）。政府は，
「卑劣なテロに屈することなく，断固テロと戦う」ためには，自衛隊の自由な海外派兵を可能にす
る憲法改正の必要性を，人質殺害事件が起きたいま，しきりに説いている。
しかし，そうした主張には理性的な対応が不可欠である。後になって騙されたと悔やんでも取り
返しがつかない（67）。安保法制（戦争法制）が成立してしまったのだから仕方がないと考える必要
害の理由，根拠，侵害者の過失の有無や差止めによって受ける不利益の大きさを問うことなく，人格権そ
のものに基づいて侵害行為の差止めを請求できることになる。人格権は各個人に由来するものである」
「原子力発電所の稼動は法的には電気を生み出すための一手段たる経済活動の自由（憲法22条１項）に属
するものであって，憲法上は人格権の中核部分よりも劣位に置かれるべきものである」と述べ，最後に，
「極めて多数の人の生存そのものに関わる権利と電気代の高い低いの問題等とを並べて論じるような議論
に加わったり，その議論の当否を判断すること自体，法的には許されないことであると考えている」。「本
件原発の運転停止によって多額の貿易赤字が出るとしても，これを国富の流出や喪失というべきではなく，
豊かな国土とそこに国民が根を下ろして生活していることが国富であり，これを取り戻すことができなく
なることが国富の喪失であると当裁判所は考えている」，したがって，「原告らのうち，大飯原発から250
キロメートル圏内に居住する者は，本件原発の運転によって直接的にその人格権が侵害される具体的な危
険があると認められるから，これらの原告らの請求を認容すべきである」と結論している。
補記（2）
翁長沖縄県知事の国連演説（抜粋）
（2015年９月21日，於：ジュネーヴ，国際連合人権理事会（UNHRC）第30回定期会合）
［日本語訳］
「私は，沖縄の自己決定権がないがしろにされている辺野古の現状を，世界の方々にお伝えするために参
りました。沖縄県内の米軍基地は，第２次大戦後，米軍に強制的に接収され，建設されたものです。私た
ちが自ら進んで提供した土地は全くありません。沖縄の面積は日本の国土のわずか0.6％ですが，在日米
軍専用施設の73.8％が沖縄に集中しています。戦後70年間，沖縄の米軍基地は，事件，事故，環境問題の
温床となってきました。私たちの自己決定権や人権が顧みられることはありませんでした。
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もない。「テロとの戦争」の遂行に邁進する政府こそ「逆に，テロを招き寄せ，人々に自由と民主
主義を放棄させる」ことを知らねばならない（68）。そして，そのためには，紛争・戦争地域の現場
の真実を伝えるジャーナリズム，それを支えるジャーナリストの活躍がなくてはならない。昨今，
安倍政権のメディア対策のもとで，日本のジャーナリズムの衰退が顕著である（69）。そのことは外
国のメディアからも指摘されている（70）。
政府が隠し，知らせたがらない情報を積極的に取材し，人々が政府の政策・行為の是非を判断す
るために（的確な政府批判をするために）必要な情報を，権力に萎縮することなく報道（提供）す
る自立したジャーナリズムの存在こそ，「もの言えぬ国」にならないために，平和の維持と民主主
義の成熟のために不可欠である。その意味で，身の危険を承知のうえでなお紛争・戦争地域の取材
に従事した後藤健二の仕事は，ジャーナリズムの復権に大いに寄与するものと思う。
平和の維持と民主主義の成熟にとって最大の問題（ネック）は，国民の無関心，諦め，同調圧力
への屈服である（71）。
「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないやうにすることを決意」し，「全世界の
国民が，ひとしく恐怖と欠乏から免かれ，平和のうちに生存する権利を有することを確信」し，そ
の権利（平和的生存権）を，主権者として国民が絶えず行使する努力を持続する限り，政府の不条
理な誤った政策・行為に翻弄されることは決してない。
自国民の自由，平等，人権，民主主義も保証できない国が，どうして世界の国々とこうした価値観を共有
できると言えるのでしょうか」 （下線は筆者）
〔SpeechinEnglish〕
“IwouldliketheworldtopayattentiontoHenokowhereOkinawans’righttoself-determinationisbeing
neglected.AfterWorldWar2,theU.S.Militarytookourlandbyforce,andconstructedmilitarybasesin
Okinawa.Wehaveneverprovidedourlandwillingly.
Okinawacoversonly0.6%ofJapan.However,73.8%ofU.S.exclusivebasesinJapanexist inOkinawa.
Overthepastseventyyears,U.S.baseshavecausedmanyincidents,accidentsandenvironmentproblems
inOkinawa.Ourrighttoself-determinationandhumanrightshavebeenneglected.Canacountryshare
valuessuchas freedom,equality,humanrights,anddemocracywithothernationswhenthatcountry
cannotguaranteethosevaluesforitsownpeople?”
 （出典：(英文＆日本語訳)：http://hi-hyou.com/archives/3337）
米軍辺野古新基地建設のための埋め立て承認取り消し；翁長沖縄県知事記者会見（2015.10.13）
「品格ある，民主主義国家としても成熟した日本になって初めて，アジア，世界に飛び出ていける。沖縄
の役割も日本とアジアの架け橋として，アジアの中心にある沖縄の特性を生かして，そういった意味での
平和の緩衝地帯というようなことも数十年後には考えながら，沖縄の未来を語りたいにもかかわらず，た
だ領土として，基地の要塞としてしか見ないようなものの中で，アジアの展開があるかどうか。日本の展
開があるかどうかということは，あれだけの権力を持っていながら（基地建設）できないないんだという
ような，姑息な言葉を流すというのは，やはり日本の政治の堕落と言わざるを得えないと思う」。（『琉球
新報』，2015.10.14）
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翁長沖縄県知事の自己決定権の主張は，そもそも自己決定とは自分はこのように生きたいという人生を送
ることができるために行使される権利である。これを沖縄の現状に当てはめて言えば，翁長知事の主張す
るところは，「沖縄のことは沖縄に決めさせよ」ということである。これまで沖縄は日本国家のため，日
本の安全保障のために犠牲になって米軍基地を引き受けさせられてきたが，その決定はすべて日米政府が
決めてきた。沖縄は当事者として決定に関与することはこれまでになかった。日本政府は沖縄をただの領
土として，基地の要塞としてしか見てこなかった。これに対して，沖縄が自己決定権をもてれば，沖縄の
将来像は沖縄自身が描くことができる。沖縄を子孫のため，子どものためにどんな沖縄にしたらいいか。
かつて「万国津梁」を掲げ交易で栄えた沖縄の歴史からしても，平和・文化を大事にする邦柄にしても，
地理的な位置からしても，将来は東南アジアの平和の緩衝地帯，平和の架け橋，文化の架け橋にしたいと
いう将来像を実現していく。そのような思いで米軍辺野古新基地建設のための埋め立て承認取り消しを実
行したのである。自己決定権には当然責任が伴う。責任を持つことができる者だけが決定者であるべきだ。
だから，責任を持つ者だけが自己決定権を行使することができる。自分たち自身でこういう沖縄をつくり
たいと思っているからこそ責任を取れるのである。要するに沖縄のことは沖縄に決めさせよ，ということ
である。
（64）共謀罪の新設を含む組織犯罪防止法改正案は，2003年から過去に三度国会に提出されたがいずれも
廃案になった。政府はテロ対策強化に向けて，国際組織犯罪条約を批准するための法整備として共謀罪新
設を提案しているが，この条約はテロ対策とは全く関係がない。
（65）「民族及び国家の危機を除去するための法律」（GesetzzurBehebungderNotvonVolkundReich)；
『毎日新聞』2016.1.1参照。自民党改憲草案第98条（緊急事態の宣言）１項「内閣総理大臣は，我が国に
対する外部からの武力攻撃，内乱等による社会秩序の混乱，地震等による大規模な自然災害その他法律で
定める緊急事態において，特に必要があると認めるときは，法律に定めるところにより，閣議にかけて，
緊急事態の宣言を発することができる」，第99条（緊急事態の宣言の効果）１項「緊急事態の宣言が発せ
られたときは，法律の定めるところにより，内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定することができ
るほか，内閣総理大臣は財政上必要な支出その他の処分を行い，地方自治体の長に対して必要な指示をす
ることができる」。99条３項「緊急事態が発せられた場合には，何人も，法律の定めるところにより，当
該宣言に係る事態において国民の生命，身体及び財産を守るために行われる措置に関して発せられる国そ
の他公の機関の指示に従わなければならない」（政府の思惑で国民の人権を制約できる）。（下線は，筆者）。
日本国憲法のもとでは，国家緊急事態に対して憲法第54条（衆議院の解散，特別会，参議院の緊急集会），
②衆議院が解散されたときは，参議院は，同時に閉会となる。但し，内閣は，国に緊急の必要があるとき
は，参議院の緊急集会を求めることができる）により対応できるので，緊急事態条項を憲法に規定する必
要ない。国家緊急権については，たとえば橋爪代三郎『国家緊急権』ＮＨＫブックス（2014），参照。
（66）麻生副総理発言（2013.7.29）．東京都内で講演：「憲法も，ある日気がついたら，ドイツのことも
さっき話したけれども，ワイマール憲法がいつのまにか変わってて，ナチス憲法に変わっていたんですよ。
だれも気がつかないで変わったんだ。あの手口に学んだらどうかね」。
（67）伊丹万作「多くの人が，今度の戦争でだまされていたという。みながみな口を揃えてだまされてい
たという」「日本人全体が夢中になって互いにだましたりだまされたりしていたのだろうと思う。このこ
とは，戦争中の末端行政の現れ方や，新聞報道の愚劣さや，ラジオのばかばかしさや，さては，町内会，
隣組，警防団，婦人会といったような民間の組織がいかに熱心にかつ自発的にだます側に協力していたか
を思い出してみれば直ぐにわかることである」「だますものだけでは戦争は起こらない。だますものとだ
まされるものとがそろわなければ戦争は起こらない」。「戦争の責任もまた両方にある」「「だまされた」と
いって平気でいられる国民なら，おそらく今後も何度でもだまされるだろう。いや，現在でもすでに別の
うそによってだまされ始めているにちがいないのである」。『映画春秋』創刊号（1946年８月）より抜粋。
（下線は，筆者）。
（68）西谷　前掲「「テロとの戦争」という文明的倒錯」『世界』，2016.1,p.136.
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（この小論は，2015年11月21日，経済学部同窓会主催の「平和祈念碑建立20周年記念」行事において「現
代の戦争とゼミ生後藤健二の死」と題して小生が行った講演を元にしている（別記レジメ参照）。講演の機
会を与えて下さった経済学部同窓会に感謝申し上げます）。
（69）いま日本のジャーナリズム，メディア報道に何が求められているか，社会的責任を果たすためには
どんな対応が必要か。
まず第一に必要なことは，メディアの自律を堅持すること。萎縮することなく政権（政策）批判の自由を
確保し，政府が隠蔽している事実や情報を取材・報道する努力を組織的に持続させることが肝要だ。たと
えば，福島原発事故の現状と真相，TPP交渉，米軍辺野古新基地建設などの「不都合な事実」や日米共
同軍事演習の実態など隠された事実の究明である。取材・報道の自由を阻害する特定秘密保護法の廃止に
向けて持続的に取り組むことが必要である。
第二に，事柄の本質を抉り出し全体像を分かりやすく伝えること。安倍首相の詭弁とも言うべき言説（「ご
まかし」）を論破し，正確な意味を伝えなければならない。事実の報道と同時に分かりやすく伝えること，
正確な論評が欠かせない。
第三に，本土のメディアが，日本国憲法９条と日米安保条約との矛盾が最も顕在化している沖縄の現状を，
積極的に報道することが必要だ。とくに喫緊の課題である米軍辺野古新基地建設をめぐる憲法に依拠した
県民の闘いを，ローカルな問題として封じ込めることをやめ，積極的に報道すること。「沖縄問題」への
対応は，日本の民主主義を問う試金石となる。「沖縄報道の全国化」は，「戦争する国」に向け，民意を無
視し改憲に猛進する安倍内閣の時代錯誤の危険性を見抜き，人々の関心を各段に喚起し，認識を深めるこ
とを容易にするであろう。
（70）たとえば，ニューヨークタイムスのMartinFackler前東京支局長，人質殺害事件に対する「日本の
大手メディアの報道振りは最悪だと思う。事件を受けての政府の対応を追求もしなければ，批判もしな
い」「日本のメディアはあまりにも簡単に批判をやめてしまった」「日本のメディアには一刻も早く眼を覚
まし，本来のメディアとしての役割を果たしてほしいと思う。さもなければメディアとして語る資格はも
はやないでしょう」（http：//www.kanalcoco.jp/article/84926/coms.id/129022）「日本のメディアは，官
僚体制の一部だ。権力との距離が非常に近い」（http://bengo4.com/other/1146/1307/n33451）。
（71）「彼らが最初共産主義者を攻撃したとき」　マルティン・ニーメラー
　AlsdieNazisdieKommunistenholten,habeichgeschwiegen,ichwarjakeinKommunist.
　AlssiedieSozialdemokrateneinsperrten,habeichgeschwiegen,ichwarjakeinSozialdemokrat.
　AlssiedieGewerkschafterholten,habeichgeschwiegen,ichwarjakeinGewerkschafter.
　Alssiemichholten,gabeskeinenmehr,derprotestierenkonnte.
 （マルティン・ニーメラー財団作成）
　丸山眞男　訳
　ナチが共産主義者を襲ったとき，自分はやや不安になった。
　けれども結局自分は共産主義者でなかったので何もしなかった。
　それからナチは社会主義者を攻撃した。自分の不安はやや増大した。
　けれども自分は依然として社会主義者ではなかった。そこでやはり何もしなかった。
　それから学校が，新聞が，ユダヤ人が，というふうに次々と攻撃の手が加わり，
　そのたびに自分の不安は増したが，なおも何事も行わなかった。
　さてそれからナチは教会を攻撃した。そうして自分はまさに教会の人間であった。
　そこで自分は何事かをした。しかしそのときはすでに手遅れであった。
 （丸山眞男　論文「現代における人間と政治」（1961）,『増補版　現代政治の思想と行動』（1964））
 （了）
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日本国憲法・日米安全保障体制・人質事件関連史
1945年９月　日本が降伏文書に調印
　　　10月　国際連合発足
1946年11月　日本国憲法公布，1947年５月，同施行
1951年９月　サンフランシスコ講和条約と日米安全保障条約に調印
1954年７月　自衛隊法制定，自衛隊発足
1957年７月　砂川事件
1960年１月　日米新安保条約に調印，日米地位協定
1965年２月　米，北ベトナムへの爆撃開始
1970年６月　日米安保条約が自動延長
1971年６月　沖縄返還協定に調印
1972年５月　沖縄本土復帰
1975年４月　ベトナム戦争終結
1985年12月　「国家秘密法」（スパイ防止法）廃案に
1990年８月２日　イラク軍がクウエート侵攻（湾岸戦争），安保理即時撤退要求を決議
1991年１月　日本，多国籍軍に90億ドルの追加支援を決定
　　　１月　米軍率いる多国籍軍がイラクへの攻撃「砂漠の嵐」作戦を開始
　　　２月24日　多国籍軍が対イラクの地上戦を開始，26日，クエート開放
　　　４月　　　自衛隊掃海艇をペルシャ湾へ派遣
　　　12月　ソ連崩壊
1992年６月　国連平和維持活動（PKO）協力法
　　　９月　カンボジアPKOに自衛隊を派遣
1995年９月　沖縄で米兵による少女暴行事件
1999年５月　周辺事態法
2001年９月　米中枢同時テロ
　　　10月　テロ対策特別措置法（海上自衛隊の補給艦のインド洋派遣を可能に），自衛隊法改正
（防衛秘密規定を導新設等）
　　　　　　アフガニスタン紛争始まる
2003年３月　イラク戦争開戦，大量破壊兵器付存在，サダム・フセイン失脚
　　　５月　個人情報保護法関連五法　　　　　　　
　　　７月　イラク特措法（時限立法），2007年３月，２年延長を閣議決定
　　　　　　自衛隊をイラクへ派遣（陸自，サマワに駐屯）
　　　　　　イラク邦人人質事件；邦人３人拘束されたが無事釈放。被害者への国内での激しいバ
ッシング（非国民，国賊，売国奴，自業自得等々非難轟々，自己責任論）
第一次安倍内閣（2006年９月～2007年８月）
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　　　　　　「戦後レジームからの脱却」「美しい国づくり内閣」
2006年12月　改正教育基本法（「真理と平和を希求する人間の育成」を削除）
2007年１月　防衛省設置法施行（内閣府外局・防衛庁が独立した省へ格上げ）
　　　５月　国民投票法（2014年６月，改正国民投票法成立）
2008年５月　名古屋高裁，自衛隊イラク派遣違憲判決確定（平和的生存権の具体的権利性を認めた）
第二次安倍内閣（2012年12月～2015年９月）
2013年10月25日　秘密保護法案を閣議決定，
　　　12月６日　同法成立，2014年12月６日　同法施行
　　　11月　国家安全保障会議（「日本版　NSC」）設置法成立
2014年１月　国家安全保障局発足
　　　４月　武器輸出三原則を撤廃（防衛装備移転三原則；武器輸出容認），
　　　７月　「集団的自衛権容認」を閣議決定
　　　９月　米国，中東５カ国の有志連合，シリア空爆（反アサド勢力支援，対ＩＳ空爆）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
［IS 邦人人質事件］
2014年10月22日　後藤健二さん出国，10月下旬，シリアで行方不明に
　　　11月下旬　IS，後藤さんの妻に「夫を拘束した」とのメールが届く
2015年１月初旬　IS，後藤さんの妻に「1500万ユーロ（約20億円）」の身代金を要求するメール
　　　１月16日　安倍首相が中東外遊へ出発
　　　　　17日　安倍首相がカイロ演説で「ISと闘う周辺各国」に対する２億ドル（約236億円）
の人道支援を表明
　　　　　20日　身代金２億ドルを72時間以内に払わなければ後藤さんを殺害すると脅迫
　　　　　24日　後藤さんの解放条件として，身代金の代わりにヨルダンで収監中のサジダ・リ
シャウイ死刑囚の釈放を要求
　　　　　29日　イラク時間29日日没までに後藤さんと死刑囚との交換を要求
　　　２月１日　IS，後藤さんを殺害したとする映像を公開　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　４月29日　安倍首相訪米，米議会で演説，「安保法制の充実，この夏までに成就」
　　　５月14日　安全保障関連法（戦争法：平和安全法政整備法・国際平和支援法）閣議決定
　　　６月10日　防衛設置法改正（日本型文民統制の消滅）
　　　９月19日　安全保障関連法「成立」
　　　９月29日　安倍首相国連演説　シリア難民支援に約8.1億円，受入れには消極的
　　　９月30日　ロシアがシリア空爆（アサド勢力支援，対IS空爆），豪，仏も。
　　　10月７日　第三次安部政権発足
　　　10月13日　沖縄翁長知事，辺野古埋め立て承認取り消し
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法政大学経済学部同窓会「平和祈念碑建立２０周年記念」講演会　 2015.11.21
現代の戦争とゼミ生後藤健二の「死」
 石坂　悦男
１　現代の戦争と平和の課題
　　・現代の「戦争」はかつての戦争ではない。　・現代の紛争は武力では解決できない。
　　・「対テロ戦争」の泥沼，日常生活の場が“戦場”，憎悪と報復の連鎖（無限地獄）　
　　　　　空爆－最大・最悪のテロ（ハイテク兵器による無差別殺戮）
　　　　　一般市民（非戦闘員）が犠牲（→難民）となる現代の戦争，人権問題
　　・現代の「戦争」と日本政府（平和国家の岐路）
　　　　　日米安保体制：日米新ガイドライン（日米防衛協力指針），アーミテージ報告書
　　　　　特定秘密保護法，解釈改憲，集団的自衛権行使容認，戦争法（安保関連法）
　　・平和的生存権（平和に生きる権利）の保障，「ぬちどうたから」（命こそ宝）
　　　　　「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないようにする」（憲法前文）
　　　　　日本国憲法９条，国連憲章（第２条４項），国際人道法，ジュネーブ第四条約および第
一追加議定書貧困と差別からの解放
　　・「戦争」の実態（真相）を知る，“無関心・無知は罪である”
２　知らせる自由と知る権利／現代の戦争とジャーナリズム
　　・情報（報道）統制，言論萎縮（自己規制），「自由にもの言えぬ社会」は戦争への道
　　　　　無関心，自粛，同調
　　・日本のマスコミ報道の特異な構造；メディアの自律（立）基盤の脆弱
　　　　　情報（源）の偏在（過剰と過少）　CNN，アルジャジーラ，ワシントン発ニュース，「ジ
ャパン・ハンドラー」
　　・メディア懐柔と規制；NHK，歴史修正主義と朝日バッシング，「沖縄の２紙をつぶせ」
　　・報道の自由は民主主義の基　ex.ベトナム戦争報道，ＮＹＴペンタゴン・ペーパーズ
　　・戦争報道におけるフリージャーナリストの活動の意義
　　　　　人権（humanity）＞「国益」
３　後藤健二の仕事の意義
　　・映像ジャーナリスト後藤健二が伝えてきたこと，そして，本当に伝えたかったこと
　　　　　「戦争でいちばん傷ついているのは，そこに暮らす人たちだ」
　　　　　「“対テロ戦争”“テロとの戦い”と，私たちがまるで記号のように使う言葉の裏側で，
たくさんの人たちの生活がズタズタに破壊されていることを知らないでいた。あるいは，
155
現代の戦争と取材・報道の自由
知らせずにいた」
　　・現場（真実）を伝えたい；戦争や貧困のただ中に取り残された弱い立場の人々，とりわけ厳
しい現実のもとに暮らす子どもたちの姿をカメラに収め，「一人でも多くの人に子どもたち
のメッセージを伝えたい」
　　・「取材現場には涙はいらない，ありのまま克明に記録し，人の愚かさや醜さ，命の危機を伝
えることが使命だ」
　　　　　「戦闘の様子は断片的には伝わっているが，シリアの一般市民が本当にどう思い，感じ
ているか，本音が聞こえてこない。それを知りたくて現地に向かった」
　　　Kenji Goto’s reporting is voice of humanity in times of atrocity.  (H. Tricks　/　CPJ)
　　　受賞：日本外国特派員協会「第一回報道の自由推進賞」（「殉職した英雄賞」）
　　　　　　スペイン記者クラブ「ジャーナリスト賞」（「紛争地で人権擁護に尽くした賞」）
４　後藤健二は，なぜ，何の犠牲になったのか
　　・歴史の犠牲，「対テロ戦争」の犠牲
　　　　　帝国主義・植民地主義，第一次世界大戦後の戦勝国の世界再編・支配
　　　　　　オスマン帝国崩壊，中東地域の分割，シオニズム，パレスチナ問題
　　　　　　　　　　　　　　　サイクス・ピコ協定，ケインズ『平和の経済的帰結』
　　　　　　「対テロ戦争」；湾岸戦争・9.11以後（「ブッシュの戦争」），ネオコン
　　　　　　　　　　　　　アフガニスタン戦争，イラク戦争，シリア内戦介入，IS台頭
　　・安倍政権の「軍国化」政策（「戦争ができる国」づくり）の犠牲
　　　　　日米安保体制（軍事同盟）強化；解釈改憲→憲法改正，武器輸出解禁，軍需産業推進
　　　　　安倍首相の中東訪問，「有志連合」へ参加，「ISと戦う国に２億ドル支援」演説
　　　　　懐柔と同調圧力，「知らしむべからず」（特定秘密保護法），アメとムチと騙し
　　・日本社会の民主主義の脆弱さの犠牲
　　　　　平和を脅かす国内の諸要素
　　　　　イラク邦人人質事件の際のバッシング……非国民，売国奴，自業自得，自己責任
　　　　　国民の意識；　ヘイト・スピーチ，反日，差別，排外主義，人権侵害
５　平和の世界と民主主義の成熟
　　・個人主義，国民主権，人権尊重こそ平和の基
　　　　　個人の自由，人権尊重＞国益，「お国のために」「天皇陛下のために」
　　　　　「すべて国民は，個人として尊重される」（憲法第13条）
　　　　　（自民党改憲草案：「人として尊重される」）
　　・知る権利，知らせる（報道の）自由，政治的自由，言論・思想の自由，渡航の自由　
　　・民主主義の成熟をめぐる新たな動き；人権優先，人格権，自己決定権，福祉重視
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　　　　　ex.大飯原発再稼動差し止め判決，沖縄翁長知事の辺野古埋立て容認取消し
　　　　　戦争法反対をめぐる市民，学生（SEALDs），[学者の会]の運動
６　世界の平和と大学の社会的使命・責任　
　　・学問の自由，研究・教育の自由と大学の自律
　　　　　政府の大学介入，大学の自治の脆弱化，競争・選別主義（スーパーグローバル大学），
　　・学生の学ぶ権利の保障……学生の貧困化，「就活」，経済的徴兵制は本当に杞憂か。
　　法政大学の社会的使命と責任
　　・戦後日本の平和・民主化に果たした法政政大学の重要な役割
　　・大学の「変貌」の中で真価が問われる「自由と進歩」「開かれた大学」
　　　　　法政独自の教育の追及；　人権・平和教育，共生の思想
　　　　　グローバル人材養成，国際貢献への対応……
　　　　　　「法政二高と法政大学での学びが健二の人生の基盤をつくったように思う」
　　　　　　大内総長　「われらの願い」
　　平和祈念碑に刻まれた先輩たちの熱いメッセージを引き継ぐことこそ。
　　　
　（参考）石坂悦男著「情報環境の権力構造」，石坂悦男/田中優子編『メディア・コミュニケーシ
ョンーその構造と機能』　法政大学出版局刊　2005年
　　　　　　 〃 　　「「有事法制」と市民的自由」，石坂編著『市民的自由とメディアの現在』法
政大学現代法研究所叢書31　法政大学出版局刊　2010年
　　　　　　 〃 　　「秘密保護法と民意の形成・反映」，石坂編著『民意の形成と反映』法政大学
現代法研究所叢書３７　法政大学出版局刊　2013年
